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明

序 いまなぜ「生産価格と市場価値の論理的位置関係」か

マルクスは『資本論』第三部第二篇生産価格・市場価値論の展開において，

現実過程で展開する諸資本の競争を，異なる産業部門間の競争と同一産業部門

内の競争とに峻別し，それぞれの競争が，再生産の均衡点として生産価格と市

場価値という基準価格を形成することを論じた。では，現実の交換において現

象する市場価格とは別に，このような基準価格を設定する理論的，現実的根拠

は何に求められるであろうか。また，その基準価格分析の有効性とは何であろ

うか。この様な問題は現代の経済学諸派における価格・利潤概念を簡単に整理

し比較してみることで，ある程度明らかになるものと思われる。

まず Neo-classicalsの価格機構論においては， 一般均衡体系内での市場価

格交換が想定され，すべての商品の価格は各商品の需給均衡点で同時決定され

るo一産業部門で安定性をもった市場均衡価格は，需要関数と供給関数の交点

で決定される。需要関数は，限界効用逓減の法則のもとで，所与の価格の各水
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準に対応した効用極大点における需要量を示したものである。供給関数は，限

界費用逓増の法則釘もとで，所与の価格の各水準に対応した利潤極大点におけ

る供給量を示したものである（註1）。需給関係と価格変化の関係においては，柔

軟な市場価格変化による市場均衡の達成，市場清算価格の存在が前提され，需

給関係の変化が価格変化をもたらす経路と，価格変化が需給関係変化をもたら

す経路の両方が存在するcまた利潤は，限界収入と限界費用の一致点で決まる

生産量に市場価格（限界収入）を乗じたもの（販売高）から，この生産量に対

応する平均費用を号｜いたものとされ，またそれは生産と流通全体を通した資本

家の危険負担への報酬とされる。

つぎに Post-keynesian(Kaleckian）の場合には，不完全競争・恒常的不

均衡下での市場価格交換が前提されている。ここでは上記の新古典派による均

衡分析同様，マルクスの生産価格分析も長期均衡分析として彼らの価格論から

排除されている事が特徴である（註2）。生産物市場価格は費用にマークアップを

加えたものとして捉えられ，マークアップは「独占度」，企業の「市場支配力」

に依存している。この生産物価格は需要曲線と供給曲線の相互作用を通じてよ

りも「独占度jぶ費用eの変化に応じて変化し，需給は独占度や費用の条件に過ぎ

ないとされている（註3）。従って，コストにマークアップして設定された市場価

格は固定的で，I供給量・能力利用度の変化によって需給調整するとしている。

しかし，そので→方で生産物価格は，、価格が生産費用変化で決定される商品（農

産物以外の最終財），と需要で決定される商品（原材料・一次産品・食料品）と

に区別される宇fl()

また企業の追加的な価格決意要素として加重平均された他企業の価格や，固

定資本の割合；l＼労働組合の役割も考慮されている。しかし他企業の平均価格は

直接，個別企業の費用に影響をもたらすのではなく，費用にマークアップじて

決まる価格に追加的な影響を付与するに過ぎない，とされる（註5）。つまり Kal-

eckianの価格理論（独占度アプローチ）は，企業を価格設定者と考えている企

業理論の中に位置づけられると考えられる。したがって利潤は，費用を上回る

価格にょっτ，f剰余Jを引き出す企業の力，市場支配力，独占度に基づく，と
解される。よって利潤（剰余）は市場支配（流通）から取得されるもので，生
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産過程で生産されるものとして解明されることはない（註6）。

以上のごく簡単な比較からも次の事が明らかになるo新古典派市場均衡価格

論においては，均衡価格を決定する需要関数・供給関数が，所与の価格水準の

もとでの個別経済主体の満足度極大化の行動原理によって導出される。しかし

この需要関数・供給関数が「所与の価格」を前提とする以上，この「市場均衡

価格理論」は価格そのものの解明にはなりえない（註7）。つまり，新古典派の「市

場均衡価格理論」とは，現実の市場価格変動の中からその安定的な平均を，全

需要者・供給者の満足度極大点と規定しているに過ぎない。さらに，ここでの

需要者の効用極大化（財交換における財保有者の限界効用均等化）という観念

自体，資本主義的商品生産関係と無縁な観念である。なぜなら，商品交換の際

に，その交換の成否がもし当事者相互の効用量極大化に基づいてのみ決定され

るというのであれば，それは「商品交換」が「商品」生産者の存続にとって，

いまや不可避的な必然事となっていることを正しく認識していない議論，とい

わねばならない。これを逆にいって，交換の際にもし効用の極大化が見込めな

いときには，交換当事者である資本家や労働者は市場に参加しなくともよい，

ということには決してならないのであって，彼らは不可避的に，彼らの商品を

自己の生存と存続のために，売りかっ買わねばならない関係にあるo商品交換

社会はそうした交換の不可避性と全面性を本質としているのであって，単に，

効用の極大化のみで交換が規定されると見るのは，如何にも近視眼的認識とい

わねばならない。つまり商品生産者は自らの存続，再生産のために自商品を販

売し他商品を需要せねばならないのであって，効用極大化を条件に供給・需要

したり自商品を保持・自家消費することはありえないということである。利

潤・効用の極大化は当事者の目標にはなり得ても商品交換社会成立の本質的条

件にはなり得ない。

Kaleckianのマークアップ価格論においては，個別資本単位での価格設定

が，単純な利潤極大化，限界効率性論によるのではなく，費用条件に基づく再

生産価格として捉えられている。しかしながら，個別的費用条件やマークアッ

プ設定が，諸資本の競争に影響され，その競争の基準，社会的産業的な競争と

再生産の基準価格，によって規制されることを想定していない。つまり他企業
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の加重平均価格が自企業の費用条件に作用する経路が不明なのである。企業が

自らの費用にマークアップすることで価格を形成する表象とは逆に，標準的な

価格水準が個別企業の費用条件に影響を及ぼすという基準価格の自律的な機能

が捉えられていない。よって Kaleckianの価格決定論では，企業は短期にお

いて価格決定するものと想定され，長期は一連の短期の連鎖から結果として形

成されるものでしかないとされている（註8）。

諸資本の競争，資本賃労働関係といった資本主義的再生産条件に立脚し，再

生産・供給条件に重点を置いた基準価格分析を重視するのが，マルクスの生産

価格論・市場価値論である。マルクスの基準価格分析は，単に長短の期間の市

場価格の平均を解明するのではなく，基本的に供給条件（＝費用条件）に基づ

く社会的，産業的「基準価格」が個別資本の再生産条件（収益性，生産性など）

に影響を及ぼし，平均基準を超える利潤や市場シェアをめぐる競争の誘因を個

別資本に与えていく側面を明らかにすることができる。この再生産の基準，競

争の基準が社会的・産業的に解明されなければならない理由は，複占市場など

を除き，資本間競争は多数の競争対象の中で行われるため，特定の個別資本同

士の再生産条件・競争条件を比較するのではなく，社会的産業的平均基準とそ

れぞれの個別資本との比較が必要になるためであるo短期循環の平均から長期

的均衡を導きだすことよりも，長期の均衡水準が短期における企業行動に及ぼ

す作用を解明することこそ，マルクス経済学価格理論の優越性といえよう。こ

のような資本主義的再生産条件・供給条件に基づいた基準価格がないと，需要

と供給の現象的均衡のみで価格水準が決定される表象論に終始することにな

るO 供給条件（再生産条件）に基本的に依拠した基準価格を設定することは，

均衡価格水準が根源的に生産過程での社会的必要労働量によって規定されるこ

とを示し，剰余概念を剰余労働と結合させるo逆に，近代経済学諸派は，基本

的に利潤の源泉・剰余価値の実体を労働に求めない（労働価値説の拒否）ため

に，資本主義的再生産・供給条件の規定的基準となりえる基準価格概念は存在

しえない。このことは，結果として利潤源泉が不明になるため生産・流通を含

む総過程終了後に，利潤と後払い賃金が「分け前」として分配されることと

なっているo
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よって『資本論』の世界に依拠する経済学は，その生産価格・市場価値論に

おいて「基準価格」の実体と機能，その概念の発展に注意を払ってきた。そこ

では特に『資本論』第一部の価値論との整合性が重視されてきた。この基準価

格の発展関係を「価値－市場価値一生産価格」の順序で捉える「全機構的展開」

論においては，市場価値は同一産業部門内諸資本生産物の個別的価値を加重平

均したもの，と捉え，その市場価値の内実である「社会的必要労働Jは，基本

的に供給の「技術的条件」で規定されるとし，市場価値を成立させる部門内の

標準的な利潤率の社会的・部門間での平均が一般的利潤率となり，その一般的

利潤率に基づいて生産価格が成立する，と説かれた。それに対して「価値一生

産価格－市場価値」の順序で基準価格を捉える「有機的一環」論においては，

価値から生産価格への転化を説く際に，まず一部門にー資本を抽象的に前提し

た総社会的な部門間の資本移動によって一般的利潤率を措定するO そこからこ

の一般的利潤率に基づいて，各産業部門に資本の部門間移動により配置された

諸供給能力と，そこでの実際の需要量との対応の上で，最も適合的な生産条件

＝支配大量を占める生産条件が市場価値を規定する，とする。よって，当然そ

の市場価値の内実である「社会的必要労働」は，需要要因つまり「消費」の問

題も考慮して規定されることになるO これらは，「生産価格と市場価値の論理的

位置関係」が『資本論J第一部の価値論と如何に整合性を持っか，という従来

の「市場価値論争jの解決の上で鍵となることから「論理的位置関係」の意義

を述べたものであるが，「基準価格」とその先後関係の持つ意義は，むしろ現実

的な資本間競争とそれによる価格形成機構の解明にある，というべきであろ

う。『資本論』第三部での「基準価格」はより現実的な様々な諸姿態を持つ資本

間競争の基準であって，最大限利潤を直接的に求めて投資部門を変えていく競

争態様，同じ産業部門でより広い市場占有を求める競争態様，技術革新・労働

強化・合理化といった資本の複雑な現象を規制する，運動法則の基準であるO

このような観点から，より複雑で現実的な競争を解明する，競争論のさらなる

発展としての価格理論にとって，「生産価格と市場価値との論理的位置関係」は

どの様に構成されるべきか。この両者の「論理的位置関係」の問題は，以上の

ような現実の価格形成機構分析に重点を置く立場から再考されるべきであるo
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以下では3つの代表的なマルクス経済学価格理論を順次検討し，それらの価格

理論における基準価格の位置と役割を問うていきたい。そして本稿では，資本

循環論と価格・利潤論との「複眼的視座」＝照応関係，という新しい視角から

価格・利潤論の論理的位置関係を問い直す方法論的探求も併せて提示するo

1. 市場価値論から生産価格論ヘ転化する「全機構的展開論」

の検討

「基準価格」体系を『資本論』の「叙述順序とはまさに逆に」「価値→市場価

値→生産価格」の論理的位置関係で説く代表的論者は本間要一郎氏である。「本

書においては，『資本論』第三巻第二篇における叙述の順序とはまさに逆に，生

産価格の成立機構を説く前に，市場価値論を取り上げるという方法をとってい

る」（本間要一郎『競争と独占』 37頁，新評論， 1974年）本間氏は，価格形成論

の分析の対象が「個別的資本一部門内総資本一社会的総資本」と発展するのに

対応してそれぞれの下で行われる競争の基準価格を「価値一市場価値一生産価

格」とし， ミクロ的な同一産業部門内関係の平均化に，マクロ的な総社会的・

諸産業部門間関係の平均化を積み重ねることをもって，「生産価格体系は，市場

価値規定を踏まえた上で初めて全機構的に展開しうる」（向上， 38頁）と結論づ

けている。本間氏は『資本論』第三部第九章での価値から生産価格ヘの転化に

おいて，資本の有機的構成の異なる各生産部門に，それぞれ平均的ー資本が想

定され，特殊的利潤率が「前提」されたことをとりあげ，この一部門における

「前提」が諸個別資本の側から形成されていく論理として，生産価格論の前に市

場価値論が説かれなければならないと主張されているのである（註9）。

このように「個別」から「総体」への展開を価格論展開の不可欠の方法とさ

れる本間氏は，その市場価値論を「売り手と買い手との聞の競争として展開さ

れるかぎり……本来，多部門にまたがるもの」（向上， 53頁）としつつも，「抽

象的な規定」としては「投下労働量一定」を前提とした部門内競争で成立する

ものと想定される（註10）（註11）。そして，加重平均規定による市場価値規定を基本

的に与えた上で，部門内の「需給関係の変化」から，①比較的上位の生産条件
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を持つ資本の比重を増大させ技術革新が進められる「一般的必然性」②労働配

分量一定という「非現実的な前提」を超える部門間労働移動の必要性，の二論

点を導出される。この②の部門間労働移動の必要性をもって本間氏は，生産価

格形成における資本の部門間移動を「必然、化」させる条件が「一般的抽象的」

に部門内競争，市場価値論において与えられた，とされる笹川。ここから本間

氏は「市場価値体系－労働配分原則」「生産価格体系－資本配分原則」という区

別を行い，この原則の変化，競争の形態変化がっくりだす「需給関係の変化」

によって市場価値から生産価格に基準価格が移行するとされ，価値通りの交

換，労働配分原則に基づいて各部門ごとに異なる特殊的利潤率が成立し，それ

が競争によって一般的利潤率に均等化される，とする笹川。そして「知何にし

て均等化が行われるか」を解明する具体的な競争態様として，まず最初に，市

場価値体系での特別剰余価値を実現する競争が，「費用価格範鴎」が「自立化」

することで個別的資本の費用価格低下，特別利潤をめぐる競争となって現れ，

個別的利潤率の大きさを競う競争が成立するとされる（註14）。その後に，部門聞

にわたって個別資本が個別的利潤率を最大化できるよう部門間移動を含めた行

動の「選択Jを繰り返すことで最終的に一般的利潤率が形成されていく，とし

ている（註15）。

ここで以上のような本間氏の「全機構的展開」（向上， 38頁）の問題点を明ら

かにしたい。総論として結局関われるべき問題は，本間氏自身が最初にそれを

以下の如く明確に語っていたのであるo「そこで問題は，生産価格を成立せしめ

るような作用を捨象した次元でとらえられる諸資本の競争というものを措定し

うるのかどうか，またそのような『抽象的に』とらえられた競争の作用として

規定しなければならない経済的範鴎が存在するのかどうか，ということにな

る。私は，この設問に対して肯定的な立場をとるものであり，それこそまさに

市場価値論の問題領域に固有の方法上の限定をなすものと考えるのである。」

（向上， 37頁）しかし，このような「市場価値論の問題領域」や「固有の方法上

の限定」を設定することが，果たして本間氏の本来の問題意識である「本書に

おいては競争の不均衡化ないし不均衡化の作用をとくに重視することになるで

あろう」（向上， 33頁）という趣旨と照応したものであろうか。上述の様に本間
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氏の市場価値論においては「投下労働量一定」が設定され，「需給変化」＝需給

不均衡が何らかの理由で発生したときに，部門内生産条件の組合せの変化＝技

術革新が起こり労働の部門間移動が必要になって，生産価格形成を導く資本の

部門間移動を必然化する条件が「一般的抽象的な形で与えられているJとされ

る。ここでは直ちに，そのような需給不均衡がどうして発生するのか，需給均

衡下では技術革新も部門間移動も生じないのかといった疑問が出てくるO さら

に本間氏においてはそもそも『資本論』の叙述順序を逆転させたがゆえに，前

提と結果の規定関係が「逆」なのであるO 生産価格・平均利潤率という全産業

部門間の競争の基準が「一般的抽象的な形で与えられている」からこそ，その

平均基準を超える超過利潤を獲得するための技術革新，部門内生産条件をめぐ

る競争が発生し，その結果として需給関係の変化に至るのである。

『資本論』第三部第九章においては，各部門に一部門ー資本を措定し部門間の

資本の有機的構成の相違を根拠にして特殊的利潤率が異なることを前提にした

うえで，それらが部門間競争で均等化されて，抽象的な平均利潤率と生産価格

がまず成立するoそこから続く第十章では，各部門内でその基準を超えて超過

利潤を得るために，また基準を下回って再生産条件を不利にしないために，技

術革新，合理化，労働強化が追求され，需給の不均衡，部門間資本・労働移動

が起こるのであるO 部門内での需給不均衡の結果起こる資本・労働の移動，新

たな市場価値水準の決定は，生産価格形成＝利潤率均等化の「一般的抽象的な

形」ではなく，逆に当該部門の利潤率を平均利潤率から事離させ，生産価格に

変化をもたらす特殊具体的な不均衡化要因であるo

本間氏においては，部門ごとに「特殊的利潤率」「単一の市場価格」が成立し

たのち，個別資本は個別的費用価格の逓減をはかることで特別利潤を獲得する

行動をとるため部門内において「不均等構造」が形成されるとしている（註16）。

しかし，本間氏のような再生産と競争の基準なき競争論，個別資本の利潤率最

大化，市場価格マイナス個別費用＝利潤，といったいわば資本の限界効率性論

が，現実の資本主義的競争態様をリアルに解明できるであろうか。現実に多数

の同業他資本と競争している資本は，その部門で平均的な利潤率の水準や再生

産が可能となる水準をつかみ，その社会的産業的水準を達成・超過することで
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のみ，自らを資本として再生産することが可能なのである。社会的産業的再生

産基準と切り離された個別企業独自の利潤率極大化が競争と不均衡化とのイン

センディヴとして働くことは，新古典派的な世界には存在しても現実の経済に

は存在しない。

また生産価格体系を前提としない，抽象的な市場価値論は，総社会的，部門

間，マクロな基準価格がミクロな部門内競争に及ぼす競争・不均衡化誘因を解

明できないだけでなく，さらにその誘因に基づく部門内競争の具体的解明をも

困難にする。本間氏の部門内競争論は競争の基準がないために，個別資本の費

用逓減行動，抽象的な特別剰余価値論（特別利潤論）を指摘することに尽きて

いる笹川。しかし，市場価値論の対象は単に個別的費用価格逓減をめぐる競争

ではない。抽象的な生産価格論において投下資本量，費用価格に応じた平均利

潤が配分されるシステムがいったん成立したのち，当然部門内では平均利潤率

が確保できる水準を基準として費用を低下させ超過利潤を獲得しようとする競

争が開始されるo しかし，そこからいったんは費用価格として資本家に観念さ

れたその「費用Jを改めて解析し，どの様な資本設備，技術，原材料をどのく

らい導入することで，どの程度人員を「合理化」し労働強度を高められるか，

といった具体的な当該部門独自の商品，資本自身，また資本賃労働関係の再生

産条件を競いあう競争が行われるのであるo

本間氏の方法論上の問題の一つは，「価値→市場価値→生産価格」といった論

理的位置関係を説くにあたり，価値論と市場価値論の直結，特別剰余価値論と

特別利潤論との直結，という論法をもって，「資本の生産過程」と「資本主義的

総過程」が，直接結び、つけられていることである。そのために，商品の再生産

条件，資本自身の再生産条件，資本賃労働関係の再生産条件といった再生産視

角，供給条件と「実現・消費・需要」条件との対立と統ーといった「資本の流

通過程」の問題が完全に抜け落ちていることである。よって市場価値論，特別

利潤論から部門内競争独自の「再生産」条件をめぐる具体的な競争態様を捨象

した議論が，本間氏の競争論である。市場価値論での部門内競争分析を単に生

産価格成立のための平均化機構の抽象的な一部分とすることで本間氏の価格理

論体系が当初の問題意識を離れて著しく静態論的世界に落ち入っていること
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は，以上によって明らかである。

本間氏は，生産価格論の最後に「不断の均衡破壊的要因が，生産価格形成機

構そのものの中に内蔵されているJC向上， 163頁）とし，それは「生産価格体

系のもとでの動態過程の問題」（向上， 163頁）とされているO しかし，本間氏

にとっての「動態過程」論は部門内競争の進行による不均衡化要因分析ではな

く，「各部門の特殊的利潤率が一般的利潤率に均等化されても，部門間の資本移

動はけっして終憶しない」（向上， 163頁）という個別資本利潤率最大化のため

の部門間相互浸透が「終偲しない」という議論である。つまり生産価格が成立

したのちも部門内諸個別資本の利潤率は不均等であるため，その「超過利潤の

存在」が「部門間競争の目標」となって個別資本の部門間相互浸透が継続する

とされるのである（註18）。具体的には，ある部門に流入した資本が生産条件上位

のグループに加わり，流出した資本が生産条件下位のものであったら，その部

門の供給構造は変化し，その部門間資本移動によって生まれた部門内供給構造

の変化は新たな部門間資本移動の条件となり，不均衡要因を作り出す，とされ

るのである（註19）。

このように本間氏が具体的な競争態様の展開を部門間競争にのみ軸点をおい

て理解されるのは，本来『資本論』では抽象的な生産価格論を説いた第三部第

九章の後に，部門内における具体的な競争態様の展開とそれが生産価格体系全

体に及ぼす反作用，超過利潤の発生を説く第十章が叙述されるという論理的位

置関係を，「逆」にしているためである（註20）。

市場価値論，部門内競争態様の展開が利潤率均等化機構の基礎であり，また

「労働配分原則」でもあるという「固有の方法上の限定」が，生産価格体系下で

の部門内競争の展開，利潤率を均等化する構造内部における部門内競争独自の

不均衡化による動態分析を妨げているのであるO そもそも現実の資本主義的総

過程における競争を分析している生産価格論・市場価値論において，本間氏の

言う資本配分を前提としない労働配分原則はありえない。この現実的次元では

資本移動によって労働需要が発生するのであるO 本間氏の主張する生産価格体

系を前提としない市場価値論は事実上5資本主義的競争ではなく，単純商品流

通社会での競争を問題にしているに過ぎない。本間氏は，市場価値論で等価交
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換の価格体系が明らかにならないと生産価格の成立は「偶然的諸事情によって

規定される現実の不均等な利潤率の均等化としてしか」規定できないとされる

（向上， 43頁）。しかし『資本論』において，抽象から具体への「転化J「発展」

の基礎となっているのは「価値体系から生産価格体系への転化」であって，「市

場価値から生産価格への転イ七」ではない。価値体系から生産価格体系へ，剰余

価値法則から平均利潤法則への，構造・法則の転化は，一部門にー資本を措定

したマクロの体系における，部門間の資本の有機的構成の相違を原因とした競

争によって執行されるのであり，これが競争による転化の執行の核心であるO

ここではまだ部門内のミクロな事情は捨象されている。このマクロな構造，生

産価格体系の一層の発展として同ーの現実的次元で部門内競争・市場価値をめ

ぐる競争が，平均利潤率の支配下において，展開されるのであるo平均利潤率

というマクロな競争の基準が与えられてはじめて平均利潤以上の利潤を獲得す

るための諸部門内個別資本への競争誘因・圧力が加えられることになる。そこ

から個別資本が費用価格を圧縮するための技術革新，合理化，資本の有機的構

成高度化といった各部門内独自の競争が超過利潤を求める不均衡化要因として

働き，一般的利潤率から事離した独自の基準，市場価値を形成していくのであ

る。このマクロな構造・競争基準に規定されたミクロな部門内競争の結果とし

ての生産性の変化，超過利潤の発生が利潤率の不均等を生み出し，マクロな平

均利潤率に影響を及ぼしていくのは，競争の結果に過ぎない。現実の競争「全

体」の基準が，「個別」資本の競争指標となり，新たな競争誘因が与えられ，不

均衡化の基準となるのが，価格理論において基準価格を与える意義であるo「個

別」の平均として「全体」が与えられる関係は，転倒した現実の競争関係の結

果としてはあっても，抽象から具体へという関係にはない（註21)。

本間氏の方法にみられるように，部門内競争の平均を部門間競争で平均化す

る，といった平均化に平均化を積み重ねる議論で，長期的な市場価格変動を規

制する均衡点を「算出」しても，その基準価格分析の持つ経済学的な有効性は

不明である。価値によって定義された費用価格に基づく生産価格が部門内諸資

本の競争に如何に競争誘因を与え，どの様な態様の競争を生みだして不均衡化

作用を形成するか，生産価格から背離した市場価格の波動を作り出していく
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か，新たな均衡化の前提となっていくか，の解明にこそ生産価格論・市場価値

論の持つ現実的な意義があるo そして，市場価値論を生産価格論の具体的展開

と位置づけてこそ，この基準価格分析の有効性が獲得できるのである。

2. 市場価値論を市場生産価格論に解消する「有機的一環論」

の検討

次に，本間氏の方法とは逆に「価値→生産価格→市場価値」の順序で説く，

従来の議論を検討するO この，『資本論』と同じ叙述順序に従いつつも，結論と

して生産価格論と市場価値論とを市場生産価格論として統一して捉えようとす

る代表的論者は桜井毅氏である。桜井氏は，マルクスが等価交換と等生産価格

交換とを二重に設定したために，生産価格形成機構論において，市場価値論が

個別資本の生産条件を扱う議論になったとされる償却。そこから桜井氏は，需

給変動過程が自由な資本移動を前提とし，「利潤率を媒介とする異部門間の競

争」によって需給を調整する以上，部門内競争の問題として市場価値論を説く

ことは「たんなる怒意的設定かあるいは現実的根拠のない機械的抽象にすぎな

い」（桜井毅『生産価格の理論j256頁，東京大学出版会， 1967年）と断定され

るO そして「市場価値と生産価格とが同一部門内と異部門間の規定として論じ

られている限りにおいては，機構の問題としては本来市場生産価格論として説

かれるほかはないのであり，市場価値論として論じられる理由，従って市場価

値論，市場生産価格論として二重に説かれる理由はもともとない。」（向上， 261

頁）と結論され，市場価値論を市場生産価格論に解消される（註23）。しかし，桜井

氏の言うように，マルクスは果たして『資本論』第三巻第十章において「市場

価値論，市場生産価格論として二重に」説いているのだろうか。この第三巻第

十章におけるマルクスの分析は，単なる「等価交換から等生産価格交換へ」で

はなく，抽象的に一般的利潤率，生産価格の成立を説いた上で，生産価格体系

の中でなお固有の市場価値論の意義を論じているのであるo桜井氏が部門内競

争を部門間競争に解消されることに対し，従来提起されてきた批判点は，価格

形成における部門間競争と部門内競争とのそれぞれ独自の機能と態様の違いを
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区別していないという点であった（註24）（註25）。しかし，桜井氏が部門間競争と部

門内競争との「両者の範時的区別を見失ったことはない」（桜井，前掲書， 262

頁）として，むしろ問題は，マルクスが生産価格をめぐる競争と市場価値をめ

ぐる競争とを分断して説いている点にあるとされる以上，桜井氏への批判点

は，なぜマルクスが生産価格の成立を説いたのちに部門内競争を市場価値をめ

ぐる競争として説いたのか，という点にあるはずである（註26）。

マルクスは『資本論』第三部第一篇で，現実の競争においてはその「外観」

によって資本価値が費用価格となり，その結果資本の価値増殖過程が「神秘化」

されていることを明らかにした（註27）。さらに，剰余価値率は利潤率に転化し，

続く第三部第二篇第八章と第九章で，産業部門によって異なる資本の有機的構

成の相違を原因とする利潤率の相違に基づいた，競争による利潤率の均等化を

もって，価値体系から生産価格体系への転化を論じたのであるO 投下資本中の

不変資本部分と可変資本部分が費用価格として概念化されることで利潤率とい

う総社会的に比較可能な契機が生まれ，利潤率の均等化，平均利潤率法則，生

産価格法則が成立するのであるO

しかし，第三部第二篇第十章においては，生産価格体系の成立の上でこれま

で捨象されてきたー産業部門内の競争が全面的に展開される。ここで競争が展

開する舞台は類似した商品市場における競争であるゆえに，単なる利潤率の動

向からより具体的な「再生産条件」にシフトする。つまり生産価格をめぐる競

争においては，不変資本部分（生産手段C）と可変資本部分（労働力V）とが

表象として無概念的に費用価格に融合することでより高い利潤を求める部門間

競争が行われるのであるが，部門内競争においては逆に生産手段Cと労働力V

のそれぞれの質と量的組合せ，つまり CとVとの「対立と統一」をめぐって競

争が展開されるのであるo費用価格の成立と費用価格をめぐる競争（生産価格

論）においてはCとVとは無概念的に融合されて所与の（C+V）に対する「利

潤の増大」をめぐって競争が行われたのに対し，市場価値論においてはCとV

との対立と効率的な統一，技術革新をもってCを質・量ともに高めることでV

を相対的に減少させ利潤に対する「（C+V）の減少」をめぐって競争が行われ

るのであるo桜井氏らの「有機的一環論」「市場生産価格論Jの本質的問題は，
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部門内競争の展開される舞台が「生産手段と労働力」という二つの生産要素の

「対立と統一」にあることが暖昧になることである。よって桜井氏が競争の機能

と態様，その範鴎を区別していないという批判は，「生産手段と労働力の対立と

統一」という資本賃労働関係の再生産論として市場価値論を捉えなおす地点に

まで深める必要がある。

他方，同じ「有機的一環」論の立場にありながらも生産価格論と市場価値論

とはどちらを先に説いても構わないとするのが高須賀義博氏であるO 高須賀氏

は，この生産価格と市場価値との関係・叙述の順序を「市場調整価格（市場価

値〉→生産価格」の順序で説きながら，「なぜマルクスが行ったように生産価格

の成立を論じた後で，『市場価値』＝市場調整価格の問題を論じなかったかとい

う疑問がわくであろう。だがこの両者のうちいずれを先に説くかは，いわば便

宜の問題にすぎない。JC高須賀義博『現代価格体系論序説』 65頁，岩波書店，

1965年）とされる。高須賀氏は自身の積極説とは別に，抽象的な生産価格法則

が成立したのちに競争の展開としてこれまで捨象されてきた部門内競争が考察

されねばならないとして，『資本論』第三部第二篇の解釈としてはほぼ正確な理

解を示されている（註28）。しかし，高須賀氏は説かれるべき市場価値論の役割に

ついて，「市場価値論本来の課題は，原子的競争下の市場調整価格の決定機構を

明らかにする点にあり，かつそれは生産価格論の有機的一環とじて位置づけら

れねばならない」（向上， 31頁）とされる。生産価格論の対象は，現実の「資本

主義的再生産」でありながら，その「有機的一環」「同一次元」（向上， 65頁）

であるはずの市場価値論は，「原子的競争」が対象であり，しかも市場価値論は

「市場調整価格の決定機構」論だとされる。では「市場調整価格の決定機構」と

は何か。それは，「社会の必要とする一定量の生産物を供給する資本のうちどれ

が市場調整価格の決定において規定的役割をはたすかを部門内競争の作用にも

とづいて確認したにとどまる。」（向上， 61頁）ということであり，「それによっ

て決定される市場調整価格の実体については費用価格の概念を導入した生産価

格分析においてはじめて行われるのである。」（向上， 61頁）とされる。高須賀

氏の言われる市場価値の「説かねばならぬ必然性」とは生産価格形態論とでも

呼ぶべき内容であろうか（註29）。
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高須賀氏は結論的に「『市場価値』論から先に説けば，その内容規定は生産価

格論の展開まで留保されざるを得ないし，逆に生産価格の成立を先に説くとす

れば一応部門内競争の諸問題は捨象され，一部門がすべて平均的資本構成をも

っ資本から構成されると想定せざるをえず，いずれ同一部門内競争を導入し

て，その想定を現実的に補完せざるをえない。」「この点さえ確認されれば，両

者のうちいずれを先に説くかはいずれでもよいのであって，いわば便宜の問

題」（同上， 65頁）と述べられる。しかし，高須賀氏は一方で，「生産価格→市

場価値」という『資本論』における叙述の方法に従わなかった理由として幾っ

か列挙されているO その一つは，「価値→市場価値→生産価格」という展開をす

る本間氏的な議論も，有機的一環としての市場生産価格論という桜井氏的な議

論も，「共に部門内競争の位置づけと機能の理解において過小評価におちいっ

ていると判断され，その誤解をまず解くため」（向上， 65頁）とされているO 確

かに，本間氏の議論においても桜井氏の議論においても市場価値論の固有の意

義が明らかにされているとは言い難い。しかし，部門内競争における市場価値

論を実体の伴わない「市場調整価格」の形成機構論とすることもまた，「部門内

競争の位置づけと機能の理解において過小評価」と，いわねばならない。

しかし，その後高須賀氏は「転化論の展望」（『マルクス経済学研究』所収，

新評論， 1979年，以下『展望』と略），「マルクスの競争・恐慌観』（岩波書店，

1985年，以下『競争観』と略）において「競争概念」の変化を主張されるよう

になるo ここでの高須賀氏の「競争概念」の変化とは，①「競争転化論」の全

面否定。②市場価格の循環的平均化機構による生産価格の下降的抽出，の二点

にまとめることができる（註30）。ここにはかつての「有機的一環論」の理論的欠

陥や桜井毅氏への批判の不十分さが大いに影響していると思われるが，以下，

順に明らかにしていく。

まず第一に「競争転化論批判」についてであるO 高須賀氏は「競争転化論」

を次のように規定する「価値タームで定義された特殊的利潤率の相違が競争に

よって平均化されて一般利潤率が成立し，しかもそのような平均化がなされる

ような需要供給関係が存在し，それに適合するように資本移動が生ずるとされ

ている。この考え方をわれわれは競争転化論とよぷ」（高須賀，『競争観』， 108
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頁）。高須賀氏が「競争転化論」を否定される目的は，氏独特の「市場価格・生

産価格・価値の立体関係」を主張するための前提としてである。この「立体関

係」とは，価値は同次元の生産価格体系に内在し論理的に抽象されたものであ

るが，生産価格は異次元の市場価格変動の「平均化機構」から抽象された論理

的カテゴリーであり，よって生産価格と市場価格との「関係」は，価値と価値

形態の関係のようなもの，とされる（註31）。つまり価値から生産価格への転化に

おいては競争が介在する余地はなく，競争は市場価格の平均化機構として下降

的に生産価格を抽出する運動を形成するとされているのである。よって高須賀

氏において，「競争転化論」は，市場価値論が生産価格論の先に説かれようと後

に説かれようと，受け容れられない論理になったのである。高須賀氏は『競争

観Jにおいて4点にわたり，この「競争転化論」の「問題点」を指摘される。

①「価値通りの販売を可能にする需給関係から生産価格での販売を可能にする

需給関係への変化はなぜ如何にして行われるかを説明しなければならない。」

（高須賀，『競争観』， 108頁）

②「価値のシステムから生産価格のシステムへの転化には必ず資本移動＝資本

の部門間再配分が行われるのであるから，その前後において資本配分は異な

る。それが異なれば，両者は比較静学的な意味で異なる経済であって，両者の

総計量を比較すること自体無意味である。」（高須賀，『競争観』， 108-9頁）

③「価値は生産価格の背後に共時的に存在するカテゴリーでなければならず両

者の理論的関係のみが問われねばならない。それを明らかにするのが本来の転

化論の課題であるo その場合の転化は資本の行動（競争）によって媒介される

余地はない。」（高須賀，『競争観』， 109頁）

④「競争が不等な利潤率を均等化するということは現実的資本の競争の一般的

傾向としては正しい。だがこの命題を特殊的利潤率という理論上の媒介概念に

まで適用することは合成の誤謬である。」「競争転化論における競争は『上向』

的展開のために必要な理論的虚構」「この誤謬から免れうるためには，特殊的利

潤率を定義した価値と一般的利潤率を定義した生産価格とが同一の競争概念を

共有する共時的位相になければならない。マルクスが市場価値を論じたのは，

今から見るように，そのような意識があったといってよい。だがそうすれば，
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価値は生産価格を内面的に規制するという視点と抵触することになる。」（高須

賀，『競争観』， 109-10頁）（註32)

しかし，ここでの「競争転化論」批判には全く同意できない。まず①の論点

であるが，高須賀氏の言うように「需給関係」が変化することで等価交換の体

系から等生産価格交換の体系に転化するのではない。資本の有機的構成の相違

による利潤率格差によって高利潤率を求める諸資本の競争，資本の移動が起こ

り結果として「需給関係」が変化するのであるo平均利潤法則が新たな需給関

係を作り出しても，新たな需給関係が平均利潤法則を作り出すわけではないの

である（註33）。

次に②③についてであるが，価値法則から生産価格法則への転化，剰余価値

法則から平均利潤法則への転化とは，剰余価値の社会的な配分原則が個別の剰

余価値率すなわちVに対するMの配分から， c+vに対するMの配分に変化す
ることであるo従って同じ剰余価値率でも資本の有機的構成の相違にしたがっ

て利潤率に格差が生じ，資本の部門間移動によってその格差が均されるのであ

るo この変化した法則を執行するのは競争であり資本の移動であるO 法則は競

争から生まれることはないが，競争により執行されなければならないものであ

るo

最後に④の論点であるが，抽象的な生産価格論において一部門にー資本を想

定し，その有機的構成の相違から部門間資本移動・競争により平均利潤法則が

抽象的に成立することと，より具体的現実的な生産価格体系論における市場価

値を巡る部門内競争を内包した上での利潤率の均等化運動とは，共により高い

利潤率を求める部門間競争，平均利潤法則を具体化し貫徹する競争という性質

において同一であり，マルクスの合成の誤謬ではなく競争態様の展開であるO

以上考察したようにマルクスの「競争転化論」はそれ自体として論理整合性

も現実性も保持していると思われるのであるが，高須賀氏はつづいて第二の論

点，市場価格の循環的平均化機構による生産価格の下降的抽出に議論を進める

のであるo高須賀氏は，『資本論』の「利子生み資本篇」と「地代篇」における

叙述から，市場価格変動の中心は市場価値で、はなく市場調整的生産価格（市場

生産価格）であること，生産価格自体は価値概念と直接リンクさせなくても説
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明可能であること，が明らかになったとされる（註34）（註35）。しかし，もともと「調

整的市場価格」と同じとされている「市場生産価格」という概念も「地代篇」

が初出ではなく，まさに高須賀氏が切り捨てられる第三部十章での競争の展

開，具体化の到達点としてその概念規定が行われているのであるO 部門間での

有機的構成の違いを基礎に不等な利潤率を均等化する競争により抽象的に措定

される生産価格が，部門内で生産性を巡る競争・利潤率の不均等を生み出す競

争を伴い，相互に作用することで市場価格を現象させる。この，より具体的現

実的な生産価格体系の現象する均衡価格が市場生産価格であろう。現象が現わ

れたからといって，その現象をそのような姿で生み出した法則と競争の諸態様

はなくなる訳ではなく，生産価格法則・市場価値法則がいかに現象するかの上

向的論理展開こそが価格理論の役割であるO かつて高須賀氏は桜井毅氏の議論

を「それぞれ機能のことなる部門内競争と部門間競争とを資本の競争一般に還

元する」（高須賀，『現代価格体系論序説』 82頁）と批判される一方で，市場価

値論は生産価格論の形成機構論であり，市場価値論は市場生産価格論として完

成されるべきであると主張されていた（註36）。しかし，部門間競争と部門内競争

との「範鴎的区別」，機能の相違を問題にする地点に留まって，この区別・相違

が，競争態様の展開，異質な競争であることは明らかにされなかった。すなわ

ち（C+V）の費用価格に対する，利潤の相対的大きさを競う部門間競争から，

費用価格の内部においてCの質・量共の高度化によりVを相対的に減少させる

ことで費用を切り下げようとする競争に展開する点を看過されていたのであ

る。市場生産価格論としての完成は，このような競争態様の展開を区別した上

での総合として行われるべきである（註37）。この競争態様の分析が行われなかっ

たために，高須賀氏は結局，無概念的な市場生産価格論，循環的市場価格の平

均化機構からの生産価格抽出，に向かうことになるのである（註38）。しかし，循

環的市場価格変動の中心が市場調整的生産価格である，と言ってみたところ

で，それは現象の平均としての平均的市場価格でしかない。価格理論において

基準価格・均衡価格を設定する理論的意義は，基準価格が存在することで個別

資本が再生産条件に影響を受け，その基準を乗り越えようとする不均衡化の衝

動を与えられること，しかし，不均衡を再び均衡化する別の競争が作用するこ



生産価格と市場価値 -103-

と，を明らかにすることであるO 換言すれば，基準価格が新たな競争を引き起

こすことにより，如何に市場価格の変動を作り出すか，の解明こそ必要なので

あるO だからこそ抽象から具体へ競争態様が変化し展開していく段階ごとに，

その競争態様の中身が分析されなければならないのである。

3. 市場価値論を生産価格論の内的矛盾とする「動的構造論」

の検討

最後に，市場価値論を生産価格論の一層の展開と位置付け，生産価格論の次

元よりも一層具体的な競争態様の解明にこそ市場価値・市場価格論を展開する

方法論的意義がある，とされる逢坂充氏の議論を検討する。

逢坂氏は，市場価値論を生産価格論の基礎と見る松石勝彦氏を批判して，市

場価値論は生産価格成立の為の抽象的基礎理論ではなく，逆に抽象的な生産価

格が成立したあとの生産価格体系の具体化として，現実的な競争態様のより複

雑な過程を解明する理論とされているO「松石氏の場合においても，市場価値論

が『生産価格の基礎理論』とされているように，『資本論』第三巻の 9章と10章

との方法的関連の混迷を免れなかったようである。市場価値論は生産価格体系

を作り出す競争の諸態様を解明するもので，その意味では生産価格論の展開な

のである。」（逢坂充「『市場価値論論争』の問題点について」下， 47頁，『熊本

商大論集』 30, 1969年）

逢坂氏は，異なる産業部門聞において平均利潤率法則が支配するもとで，諸

資本の競争が同一産業部門内での超過利潤をめぐる競争関係を基軸として展開

されるならば，論理の射程は，単に異部門聞における資本の有機的構成の相違

と，これによる利潤率の相違とを前提として，異部門間相互の競争関係のなか

で問題を考察することのみにとどまらず各産業部門内部で生産条件の相違を意

識的積極的に作り出し，このことによる超過利潤の取得運動を通して展開され

る問題をも同時に包摂して把握しなければならなくなる， とされる（註39）。この

ような逢坂氏の生産価格体系論，市場価値論の具体的展開論は松石氏や本間氏

の論理的位置づけ，叙述順序とは全く逆である一方，桜井氏や高須賀氏のよう
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な市場生産価格論，平均的市場価格論への「解消」とも一線を画している。

では逢坂氏の場合，如何なる理由で市場価値論は「生産価格論の展開」なの

か，生産価格論と市場価値論のそれぞれにどのような方法論的位置付けを与え

ているのか。まず逢坂氏は，抽象的な競争論の展開における「一般的原理的な」

基礎概念とは，一般的利潤率・生産価格を規制する法則が全面的に展開される

論理の中に存在するとして，資本主義的競争の原則は生産価格法則，平均利潤

法則であること，この法則を前提することなしに競争態様の展開はありえない

こと，を明らかにされる（註40）。このように競争論の基礎として市場価値論の展

開の前にまず生産価格，一般的利潤率を説くことの方法論的意義は，「この生産

様式を生産一般はおろかいわゆる商品生産社会とも区別する特有な社会形態の

分析に今ある，ということを自覚的に意味しているからに他ならない。」（逢坂

充「恐慌論体系と『諸資本の競争JJI, 18頁，『熊本商大論集J26, 1968年）

ということを示すためとされる。逢坂氏は，競争のより具体的な展開である市

場価値論，第三部第十章の前に生産価格を法則として論証する意義について，

さらに二点を挙げているO

①抽象的な価値体系のもとで各産業部門毎に平均的資本構成のー資本を措定

し，この価値で規定された「資本構成の相違」を部門毎の「利潤率相違の源泉」

とすることで，この利潤率の相違を部門間資本移動により均等化して現れる平

均利潤，生産価格がそれぞれ総剰余価値，総価値に基礎を置く内在的な関係に

あることを示すこと。それは，総じて平均利潤率，生産価格を「無意味で無内

容な観念」としないためである（註41）。

②法則は競争以前に資本の本性から説明されねばならないこと，競争は法則の

「外的な必然性」「実現過程」として解明されるべきであることを示すこと（註42）。

そして，この「外的な必然性」「実現過程」こそ市場価値論の展開とされるので

あるO

では，法則論としての抽象的な生産価格論に続く，生産価格体系はどのよう

に「展開」するのか。逢坂氏は，この生産価格体系の全貌＝生産価格論と市場

価値論との論理的位置関係を，生産価格と市場価値という二つの事物の「対立

と統一」「対立と闘争」「不統一を内包する統一」という弁証法の基本法則の立
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場から解明しようと試みられる。市場価値論は生産価格体系を構成する不可欠

の一環とされ，生産価格法則は競争の二重の作用，つまり部門間競争と部門内

競争の対抗と相互強制によって運動する法則である，とされるO そしてその構

造は，利潤率均等化構造の中に反対に作用する要因，利潤率の不均等をもたら

す市場価値をめぐる競争を内包する下動的構造」である，とされる（註43）。「した

がってこうした視角からすれば市場価値論は，一般的利潤率を成立せしめる生

産価格の体系に対して，ほかならぬその生産価格法則，つまり平均利潤法則の

支配する構造の中に，一般的利潤率からの背離を強制する契機が含まれている

ことを示す命題に他ならなかったと理解できるであろう」（逢坂，前掲論文I'

12頁）。つまり結果として利潤率を均等化していく構造がまず支配している中

において，その構造を否定する様な対抗的な』性質を持つ運動が働いている対立

物の統ーこそが，生産価格体系であるとされるのである。

そして最後に，この二重の競争が如何なる形で「統一」されるのか。一方で，

市場価格が自由競争的資本主義経済の原則上，生産価格を中心として変動する

のに対し，他方で，各産業部門内において，超過利潤獲得の為の部門内独自の

競争・再生産の基準として市場価値を中心に市場価格が変動することは，知何

なる関連において理解すべきかが問題となるのである。この問題は別言すれ

ば，市場価値をめぐる競争という範鴎を独自に立てる必要があるのかないの

か，あるとすればそれはどの様な独自の作用を生産価格体系に与えるか，とい

う問題に対するより具体的な解答でもある（註44）。これに対して，逢坂氏は二重

の競争の「結節点」としての市場価格の現象をもって答えられるo逢坂氏は，

まず一部門に平均的一資本を措定する抽象的生産価格論における各部門の資本

構成は，それが現実化・具体化すれば部門内の市場価値をめぐる競争によって

規制された部門内諸資本の平均構成である，とされる。それゆえに，市場価値

をめぐる競争によって変動する市場価格の運動と，生産価格を中心に「回転」

する市場価格の運動が，現象としての一つの市場価格運動に解消されながら，

その背後においては二重の競争作用に規制された「結節点」としての性格を持

つものである，とされるのであるO 「このような（『資本論』第三部第九章で想

定された生産部門……関野） I, II, In，等各部門によって代表される資本の
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構成は，実は各部門の内部における個別企業の異なる生産条件がその部門内の

競争によって確定される市場価値規定的な資本の平均構成に他ならないもので

あった。ここに市場価値を確定しそれを中心に変動する市場価格の運動と，生

産価格を中心に『回転』する市場価格の二重の動揺が，現実には一つの市場価

格の変動に解消されつつも，なお二重の競争の作用に規制されて変動せざるを

得ない市場価格の特有なる結節点があるのである。」（逢坂充「市場価格の変動

と競争について」 71頁，九州大学『経済学研究J30-2, 1964年）（註45)

以上のような逢坂氏の「動的構造論」において積極的に評価されるべき点は，

第一に，市場価値論を価格理論の抽象的基礎理論としてでなく，具体的で現実

的な競争態様の展開，法則の外的な必然性，法則の執行態様論として位置付け

たことであるO これまで市場価値論を生産価格論の抽象的基礎理論とする立場

では，市場価値論，部門内競争論は利潤率均等化の論理的準備段階とされ，生

産価格法則の執行ではなく，生産価格法則の成立を説明するための「競争論」

になっていた。また『資本論』第一部の価値論との論理的な関連にのみ固執す

るあまり，これまで市場価値論が生産価格法則支配のもとでの部門内競争態様

の展開，すなわち『資本論』第三部の価格理論の展開として，より現実的な価

格機構論への具体化の始点として捉えられることはなかった。そのために，以

上のような価値論と市場価値論とを直結する議論は，逆に，現実の価格機構分

析においては市場生産価格論として「統一的」に説くべきであって市場価値論

は不要である，とする議論と，市場価値論の現実的な価格機構における固有の

役割を認めないという点で，同じ結果を共有するものであった。生産価格が説

かれた後に市場価値論が展開されることで，一般的利潤率が説かれる前に超過

利潤が説かれるような，論理の転倒も正すことが可能となった。第二に，「不均

衡の絶えざる均衡化」といった現実的な価格理論の動態過程が外在的な不均衡

要因によらず，生産価格体系に固有の内在的な論理として「内包Jされた点で

あるO これまで検討した「全機構的展開論J，「有機的一環論」のいずれもが，

市場価値論・部門内競争論を部門間競争と同じく利潤率均等化の一環として捉

える一方，部門間競争・資本移動によって超過利潤の獲得が説かれるなど，競

争範騰の区別に混乱がみられ，価格機構における均衡破壊，新たな均衡点への
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移行を，抽象的な個別資本の無政府的利潤最大化性向，個別諸資本の部門間相

互浸透や，一般的な費用価格逓減（市場価値論と無関係な）に求めているo そ

れらの通説に対し，逢坂氏の議論においては，生産価格体系の利潤率均等化構

造の中に超過利潤の獲得を目標にして部門内競争独自の再生産条件・競争条件

を競い合い，結果として利潤率に変化を及ぼす変動要因が働いていること，現

象している市場価格の変動はそれら対立する二重の競争によって規制された結

果であること，が明らかになった。

しかしながら，以上の様な二大通説に対し，いくつかの重要な批判点を提示

した逢坂氏の「動的構造」論にも，看過できない問題が内在しているO それは，

逢坂氏の価格理論の根幹をなす方法論，「対立を含む統一」「不均衡要因を内含

する均衡体系」「弁証法的把握に適合した運動体系」（逢坂，前掲論文I,12頁）

といった論理の不徹底さに起因しているO つまり逢坂氏が「生産価格体系」の

構造と動態を明らかにされる際の論理に，「対立」と「矛盾」の混同からくる暖

昧さ，それを原因とする競争態様解明の不十分さが現れているのである。

①「つまり市場価値論は，生産価格論の一環としてその内部に包摂されねばな

らぬものであり，生産価格体系は，市場価値論を包括してはじめてその構造を

充分に明確にしうるという関係にある」（逢坂，前掲論文「市場価格の変動と競

争について」 51頁）

②「競争の現実具体的な態様は，たしかに利潤率の均等化に与かつて作用する

一面を貰きながらも， じつは同時にその作用とは相対立した関係をうちに含む

ところの，まさに『二者闘争的』な複合作用にほかならないということが明瞭

に把握されたといってよい」（逢坂充「市場価値論の展開と『諸資本の競争』」

『熊本商大経済学部開設記念論集』， 1969年， 38頁）

この①②は，同一の論理にあるにもかかわらず用語上重要な相違点があるO

①は，生産価格論と市場価値論が「利潤率の均等化」と「利潤率の不均等化」

として背反する運動，対立関係にありながら，相互に対等に依存し条件付け合

いつつ自立している関係であるO 均等化水準がなければ不均等化運動は識別不

能であるし，不均等が存在せねば均等化もまた存在しえない。それに対して②

の方は，文字通り「二者闘争的」とされているのであって，これは本来，①の
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相互対立と相互依存の意味での「対立物の統一」を超えた，「対立物の闘争」「矛

盾」，対立する両者が対等な相互依存でなく現実的な否定者，統一の破壊者と

なっていなければならない。見回石介氏は論文「対立と矛盾」（見回石介『へー

ゲル論理学と社会科学J著作集第一巻所収，大月書店， 1976年）において，広

義における「対立と統一Jには，本質的に三つの事柄が含まれているとされる。

第一は，意味の上での相互制約，依存，「観念的統一」であり，第二は，現実的

な相互の存立の前提・条件となって「不可分の統一Jであること，そして第三

は，「矛盾」，現実的な排除・闘争の関係である，とされている（註46）。

よって見田氏の範時分けに準じれば，逢坂氏の①②の議論は本質的に区別さ

れるものでなければならない。しかし，逢坂氏の①②の論理に，「第二の対立」

から「第三の対立」へ移行する契機があるわけではない。②においても，基本

的に「利潤率均等化」構造の内部に「利潤率不均等化」という反対に作用する

要因が「内包Jされていることを示しているに過ぎない。つまり生産価格論と

市場価値論との「対立」を「利潤率の均等化」と「利潤率の不均等化」という

二要因から区別する限り，「第二の対立J「対立と統一」の範鴎に留まるもので

あって，それは「第三の対立」「矛盾J，発展の原動力になるべき具体的対立・

闘争にまで深まらない「対立」である。単に「不統ーを内包する統一」を指摘

するだけでは，「発展の原動力」「対立物の闘争」「矛盾」にはならないのであ

る（註47）。

逢坂氏の問題点は，生産価格論と市場価値論とが同一次元での「対立の統一」

関係にあることを把握しながら，さらに分析を「対立の闘争」「矛盾」の関係に

まで深めることなく，抽象的な「対立の統一」をもって具体的な「矛盾」に置

き換えてしまったこと，にある。しかし，対等に自立的な二つの事物の相互依

存関係を見たときに，それらの事物聞の外部的な関係は理解できても，事物そ

のものの内部を認識したことにはならない（註48）。では，生産価格論と市場価値

論との「対立」（そして統一）を「闘争」「矛盾」の範暗にまで深めるためには，

両者の対立は知何なる要因から捉えられるべきか。それは生産価格をめぐる部

門間競争と市場価値をめぐる部門内競争の基本的範鴎である費用価格概念，そ

の資本構成の二契機である「生産手段」と「労働力」， CとVの二要因に求めら
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れるべきであろう。生産価格論内部において一定の費用価格として無概念的に

融合して現象する（C+V）は，市場価値論内部において一転してVを相対的

に減少させるためCを質量ともに増大させる対立関係に転化する。互いにこの

ような内部の二要因の対立と統一を持ちながら，生産価格論と市場価値論とは

統一されていて，一方で所与の（C+V）のもとでより高い利潤率を求める資

本運動（生産価格次元の競争）の発展は，他方の低コスト化，部門内での再生

産条件をめぐる競争，技術革新，資本の有機的構成高度化， CとVの「闘争」

の発展を必然とする。他方の発展なしに一方の発展もない。「二つのものは統一

されていて，たがいに一方の発展は他方の発展を必然としている。他方の発展

なしにはその発展はありえないものである。J（見回，前掲論文， 52頁）

しかし生産価格をめぐる競争，市場価値をめぐる競争それぞれの発展は，そ

れぞれの自立性の発展であり，部門を問わず高利潤を求める資本行動と，部門

内で再生産条件の優位を占めて市場支配を強める資本行動とは，一致しない矛

盾した関係として発展することになる。「しかし他方の発展は，その自立性の発

展であり，二つのものの不一致と闘争関係の発展にほかならない。」（見回，前

掲論文， 53頁）

よって生産価格をめぐる競争の発展は，その反対に作用する要因である市場

価値をめぐる競争，つまり CとVの矛盾の激化，を必然的な発展方向として

伴っているのであるo「だから事物の発展はその否定者を単に無方向に，偶然的

でなく，傾向的に必然的に発展させるのであって，統一は統一の破壊を傾向的

な必然的なものとして内包している。具体的事物における統ーとは，そうした

統一にほかならない。」（見回，前掲論文， 53頁）

逢坂氏において利潤率の動向でのみ捉えられていた競争態様は，生産価格論

と市場価値論の対立を「矛盾」的に捉えなおす以上のような立場からすれば，

競争の基礎範晴の内部そのものにまで立ち入って，改めてその展開を試みなけ

ればならないであろう。
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4. 資本循環論と生産価格論・市場価値論との「複眼的視

座」（註49)C註50)

これまで考察したことから，生産価格と市場価値との論理的関係は，マルク

スが「価値から生産価格への歴史的転化」を述べた箇所をよりどころに，歴史

照応的に「価値→市場価値→生産価格」の順序で説かれるべきではない（註51¥

旧ソ連邦科学院経済学研究所の『経済学教科書』（改定増補第四版，合同出版，

1963年）のごとく，まず最初に「部門内競争一社会的価値（市場価値〉形成－

超過利潤の発生」について述べ，その後に「部門間競争一生産価格形成一平均

利潤率の形成Jを説くことで，「価値が生産価格に転化するのは，資本主義的生

産の歴史的発展の結果である」（向上， 241頁）とするのは，この歴史転化論の

典型であるO このような全くの歴史主義の立場ではなくとも，この『資本論』

第三部第二篇をめぐっては，論理と歴史が照応している「論理＝歴史」的ケー

スとして理解されてきたことが多かった。その中にあって遊部久蔵氏は，生産

価格と市場価値・市場価格の論理的順序は歴史的順序に逆行し，この方法こそ

が『資本論』の「弁証法的特質」である，と主張された。（註52）（註53) 現実的な資

本主義的総過程での競争態様の展開である，『資本論』第三部第二篇の価格理論

においては，遊部氏が言われるように，歴史的順序とは別に，現実の資本主義

的総過程の論理展開が問題とされるべきなのである。まず価値から生産価格へ

の転化をより単純に抽象的に説くために，部門内競争・市場価値論を捨象す

る。そして一部門：ー資本を抽象しておいて，部門間競争による利潤率均等化

を説き，一般的利潤率（競争の基準）を導出，生産価格概念を確立する。その

後に，先に捨象しておいた部門内競争・市場価値論を，より複雑具体的条件と

して導入するO こうして部門間・部門内を総合してより豊富化された生産価格

体系が市場生産価格論として論じられる範障であるO 見回石介氏は，『資本論』

で、の分析と抽象の関係について次のように述べられるO 「このように分析に先

立って抽象が行われることで，分析は，何か副次的なものや別のものに到達す

る一切の可能性を奪われて，求める当のものに行きつく以外にないように方向
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づけられる。」「分析は与えられた事実の分析であるが，その与えられた事実は，

マルクスではこのように抽象によって純化された事実なのである。」（見田石介

『資本論の方法E』34頁，大月書店， 1977年）生産価格・一般的利潤率の形成に

ついて分析する場合，部門聞の資本の有機的構成の相違を原因として利澗率均

等化が起こる法則そのものを「純化」して論じるために，利潤率の不均等化を

生み出す部門内競争・市場価値論は捨象され，一部門：標準的ー資本が抽象さ

れるべきなのであるO

以上の様な方法論に則り，生産価格論と市場価値論との関係を簡単に図示す

ると，

（抽象）生産価格論…各部門にー資本想定，部門間競争，部門内格差捨象

（具体）市場価値論…部門内格差の導入，競争のさらなる具体化

さらにこの関係を資本循環論との「複眼的視座」（逢坂充『再生産と競争の理

論』はしがき 2頁，梓出版社， 1984年）から解明していくと，以下の様な対応

関係が想定される。

K III的概念 KE的概念 消費契機 剰余価値契機

（抽象）生産価格論－G・…・・G＇一部門間競争※ －想定せず －結果として増殖

↓ 市場価値論－P・…・・P一部門内競争※※一抽象的想定一生産に直接依存

（具体）利潤率低下－W’……W＇※※※

※・・・（註54)

－必要不可欠一実現問題

資本循環論と生産価格論・市場価値論との「複眼的視座」とは何か。この「複

眼的視座」の複眼とは，「資本論』体系における「再生産論」と「競争論」の有

機的連環性に基づく眼であり， 『資本論』第二部と第三部との関連性に基づく

「視座」であるO 本論では，先に図示したように第二部第一篇の資本循環論と第

三部第二篇の生産価格論・市場価値論，さらには第三篇の利潤率の傾向的低下

法則との間に，密接な論理的対応関係があることを明らかにしていく。逢坂充

氏は「消費の契機が，資本の諸循環＝再生産とどのように関連しあっているか
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が，真に質すべき問題。」（向上， 32頁）と述べられ，消費契機の視点から，資

本循環の三形態の特徴づけと，論理的発展性，相互の関連性を検証することを

主張されている。この資本循環形態への消費契機の導入方法と，価格・利潤論

への消費契機の導入方法とは，如何なる論理的照応関係を持つのであろうか。

そのうえで本論では，資本循環の三形態と生産価格論，市場価値論，利潤率低

下論との論理的対応関係をより明確に解明するため，新たに剰余価値の生産や

実現がそれぞれの循環形態論，価格・利潤論において如何に位置づけられる

か，といった剰余価値の生産・実現視点からもその「対応」「照応」を分析して

いく。

Pm 
① 貨幣資本循環G-WくA …P…w’－G’について

先ず，貨幣資本循環における消費視点，特に労働者の個人的消費の処理のさ

れ方について，その特徴を明らかにする。マルクスは，この循環形式での労働

者の消費について次の点を強調するo「G-Aは，労働者の側からすれば， A-

GまたはW-GであるO すなわち，彼の個人的消費を媒介する流通A-G-W

（生活諸手段）の第一局面であるo 第二局面G-Wはもはや個別資本の循環に

は，はいらない」（K.,II. S. 63）つまり G…G＇循環は，労働者の消費過程を準

備するだけで，その実現としての第二段階G-Wはこの個別資本の循環圏外に

前提されるにすぎないことが，強調されるのである。資本循環G…G＇において

は，労働者の個人的消費はただ，資本による労働力の生産的消費の条件として

のみ， したがってまた，労働者がその個人的消費によって自己を労働力として

維持し再生産する限りでのみ，前提されているのである。労働者の個人的消費

を，そのような循環圏外の前提としてしか見ないところに， G-G＇循環の意

義，特徴そして本性があるのである。

今度は，同じ消費視点でも資本家の個人的消費についてその特徴を見てみ

るO G…G’循環では，資本家の個人的消費は，この循環形成の最後の局面であ
るW'-G＇の結果に含まれる形で現われる。この W'-G＇の内容は，資本価値 W

IW¥ /G¥ 
と剰余価値wとを含む商品資本W’の貨幣資本G＇への転化， W'I＋トG'I+ I 

¥W/ ¥gノ
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であるが，資本家的消費w-g-wの前半w-gがW’－G＇に含まれるだけで，

補足の流通g-wはG…G’循環の外に位置する。よって以上のことから，やは
りG…G’循環においては，資本家の個人的消費も現われず，従ってこのG…G'
循環は，使用価値実現・消費の契機が現われない，「価値増殖，蓄積過程」であ

ることをその特性とする循環形態である，ことが明らかである。

次に，剰余価値の生産・実現視点から，この貨幣資本循環G…G’の特徴を明
らかにする。このG…G循環において， w’－G＇がむすびの流通段階として最
後の局面を占めているので， g-wを貨幣資本G'=G+gから積極的に分離・

派生させる必然性は無いといえる。この剰余価値の分離の契機は，次の生産資

本循環P…Pにおいてはじめて必要とされることである。よってマルクスは，
使用価値・消費という契機が捨象され，剰余価値生産は表象してこない， G…
G＇循環の特徴を以下の様に明らかにした。「その出発点および終結点が貨幣で

ある流通形態G…G＇は，金儲け，すなわち資本主義的生産の推進動機を，もっ
とも明白に表わす。生産過程は，金儲けのための避けられない中間の環－必要

悪ーとしてのみ現われる。｛それゆえ，資本主義的生産様式のすべての国民は，

周期的に，生産過程の媒介なしに金儲けをなしとげようとする思惑〔投機熱〕

に襲われる。｝」（K.,Il . s. 62) 

この貨幣資本循環の特徴は，競争論的視座に導入されると，生産価格論の特

徴と如何に照応するであろうか。生産価格論は，具体的な使用価値・消費の影

響を取り入れた部門内競争が抽象されている，諸資本の部門間移動の段階で説

かれている。貨幣資本形態で部門間を利潤のみを求めて移動し，結果的に利潤

率を平均化するのが，一般的抽象的原理としての生産価格論の内容，役割であ

る。この内容は再生産論的視座から見れば，まさに，結果としての価値増殖，

より高い利潤率のみを行動指標とする点で，貨幣資本循環G…G＇である。さら
に，貨幣資本循環において，「剰余価値の分離の契機」が必要とされないこと，

生産過程を単なる一媒介環としか見ないこと，もまた生産価格論の性質と強い

関連性を持っている。生産価格論において，不変資本部分（生産手段）と可変

資本部分（労働力）は無概念的に費用価格として融合することで，より高い利

潤を求める部門間競争の執行を可能とし，平均利潤の分配を受けることにな
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る。ここでは，どの資本構成部分が利潤源泉となっているのかは明らかにされ

ることはないし，超過利潤を獲得するために生産過程内部でおこる，生産手段

と労働力の「対立」とより効率的な「統一」にまで競争を複雑化，具体化する

こともない。この剰余価値の生産・実現視点，生産過程の位置づけから見ても，

貨幣資本循環と生産価格論との照応関係がうかがえる。

② 生産資本循環p ··W｛巨cr：＜~m.. Pについ

この生産資本循環P…Pにおいても，まず労働者の消費がどのような形を
もって表象され，如何なる役割を担っているか，という視点から分析していく。

ここでの労働者の消費についてマルクスは次の様に規定しているo「労働者の

消費を含む労働者の流通A-G-Wのうちでは，第一の環だけがG-Aの結果

として資本の循環にはいるO 第二の行為すなわちG-Wは，個別資本の流通か

ら生じてくるのではあるが，個別資本の流通にははいらない。しかし，労働者

階級の持続的な定在は資本家階級にとって必要であり，それゆえG-Wに媒介

される労働者の消費もまた必要である。」（K.,II. S. 80）ここでは労働者の個

人的消費の，循環形式内での役割の発展が見られる。 P…P循環が，それ自体，
再生産を表現している以上，この再生産にとって「労働者階級の恒常的な存在」

が必要なことは，形態的にも示されているO したがってA-Gの後のG-Wに

よる消費の必要も一般的抽象的に措定されている事は，明らかであるo

次に資本家の消費について分析する。資本家の所得流通w-g・-wにおいて

w-gは商品資本流通W'-G’に含まれており，よってg-wはW＇がG'iこ転化

した後，はじめて分離派生するO P…P循環ではG…G循環と異なり，その形
態上，消費の契機を表象しないわけにはいかない。なぜならその形態自体，再

生産を体現しているP…P循環は，その過程進行の必然的内容としてGとgと
の分離を含んでいるからである。よってこの消費の契機が何らかの形で，循環

の中で停滞・撹乱するならば， Wやwの消費が行われないだけでなく，このW

やwと交換される，他の資本によって生産された商品群の販路もなくなってし
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まう。前の労働者の個人的消費G-Wも，ここでの資本家の消費g-wもP…

P循環内には含まれず， G-W, g-wが実際知何に媒介されるかは，むしろ

他の諸資本との結び付きを必然的に要請するW＇…W＇循環において，全面的に

提起される問題となる。

しかし，このP…P循環における一般的抽象的な消費の存在は，競争論的視

座から見た場合，部門内競争・市場価値論における特殊部門的な再生産条件の

決定と関連している。部門間競争では，部門内競争での需給一致実現による使

用価値・欲望の実現は捨象されていた。しかし部門内競争では，それらのより

具体的で複雑な条件が，規定的要因となって導入され，市場価値・市場価格が

形成される。もちろん部門間競争においても需給調整は行われるが，それは部

門内競争における需給一致実現のための社会的前提となるものである。またP

... p循環においては，再生産のための労働力と生産手段との生産的消費と，そ

の外からの供給が，この資本循環範式存立の必要条件として直接関われること

となるO このことは競争論的視座から見た場合，部門内競争における具体的な

再生産条件の補墳の問題となる。部門間競争では，部門内競争，その基準であ

る資本自らの再生産条件の物質的構成補填の必要性は捨象していたのだが，部

門内競争ではそれらのより具体的で複雑な条件が再生産のための規定的要因と

なり，市場価値，市場価格形成の条件となる。以上の再生産論としての生産資

本循環論は，その中での消費の占める位置・役割において，競争論的視座から

見れば，市場価値論に対応すると考えられる。

続いて剰余価値の生産・実現の視点から生産資本循環P…Pの特徴を明らか

にする。これまでの消費視点からの分析でP…P(W'-G-Wを内包する）循

環の二面的性質が明らかになった。それは一面では，流通部面における単純な

商品変態によって一応は完結しうる再生産の循環形態にありながら，他面で

は，その内実において他の諸資本との結び、つきを措定し展開せざるを得ない，

というこ面性であるO P…W’－G'・ G-W…Pにおいては，この循環内で生産

されたW＇を流通させ，再生産させるために，他資本の生産物 Wの再生産をも必

要としているのであるo しかしこのP…P循環における「再生産」「他の諸資本

との結び、っき」という特徴は，新たな問題の派生を意味する。それは再生産を
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可能にするために，他資本との商品交換成立が前提となるため，価値変動，労

働生産性の変動の結果としての交換価値比率の変動が，循環成立上の問題とな

る， ということである（註55）。剰余価値生産・分配視点からの生産資本循環の最

大の特徴とは，まさにこの「価値変動」「労働生産性の持続的な変動」をも含む

実際の剰余価値生産に直接影響される循環形態であること，であるO この特質

を競争論的視座からとらえなおせば，部門内競争・市場価値論と論理的に照応

した関係にあると考えられる。生産価格論においては無矛盾的に一定の費用価

格としで融合していた生産手段と労働力が，部門内競争・市場価値論において

は相互依存関係から矛盾的関係に転化し，費用低減のために生産手段を質・量

共に高め労働力を合理化していく。労働生産性をめぐる競争は部門内競争の主

要な側面の一つをなしている。

G…G＇において，貨幣資本 Gは一時的に生産資本・商業資本の形態を取るに
せよ，またG’の形態に復帰し，貨幣資本としての運動が主であるという特質か

らして，部門間競争，生産価格をめぐる競争，剰余価値の結果としての再配分

に関わる競争，と同じ内容であるのに対し， P…P循環においては，貨幣資本
Gは，一時的流通手段であり，生産資本として機能することが主であるという

特質からして，部門内競争，市場価値をめぐる競争，資本自身の再生産条件を

めぐる競争，と、深い論理的照応関係を持つといえるのではないか。「（P…P循
環において）問われるべき真の諜題は，資本価値の様々な構成部分とその循環

＝再生産の態容によって規定される需要と供給，生産と消費の関連や，さらに

は『価値革命』を反映して変動するそれらの事情であることを，少なくとも提

示しておかねばならなかったからである。実際こうした課題が，その後第2部

の全体をあげて研究される基本テーマであったといってよく，そこに第3部と

の有機的連繋を求める意図の一端がうかがえるというものである。」（逢坂，前

掲書， 44頁）

③商品資本循環 W’－G'-W…P…W＇について

この商品資本循環分析においても，労働者・資本家の個人的消費が，この循

環形態の中でどのように表象し，どのような役割を担っているか，という視点



生産価格と市場価値

から，まず明らかにしていく。商品資本循環における消費視点からの特徴は，

総商品生産物の消費が循環進行の必要にして不可欠な条件となって明示され

る，ということである。マルクスは，この商品資本循環における個人的消費の

表われ方とその役割について，以下のように述べている。「W'-W＇という形態

では，総商品生産物の消費が，資本そのものの循環の正常な進行の条件として

前提されている。総個人消費は，その全体が，一個人的消費として，および生

産的消費として一条件としてW’の循環にはいりこむ。」（K.,II . S. 97) 

先述したG…G循環において，労働者の消費そのものは，ただ資本による労

働力の生産的消費の条件としてのみ示され，資本家による消費は，形態的には

なんら明示されなかった。したがって貨幣資本循環は，自己増殖と蓄積の表現

を特色としたのである。 P…P循環においては前貸資本の生産過程Pから，再

び生産過程Pへの復帰の運動であるために，かならずしも他資本との絡み合い

による消費の現実的契機を，形態上明示したり不可避的に措定するというもの

ではなかった。よって生産資本循環は，消費の契機を一般的抽象的に前提する

に留まる，ということを特色としたのである。

それにたいしてW’…W’循環においては，マルクスの引用にも有るように，

「全体としての消費」が積極的に含まれ，「正常な進行の条件」として不可避的

に「前提」されている。この商品資本循環における消費視点での特色は，さら

に発展していく可能性を内在しているoつまり， W＇…W＇とは， W＇…W…W＇で

あるがゆえに，かならず流通部面で他の産業資本のW＇と取り替えられて，それ

を循環内部に導入せねばならないのである。また， W＇とは W+wであり， wが

単純再生産においては資本家の消費用なので，消費するための使用価値は自商

品でなく他商品に見出すほかはなく，よって他商品が前提され， Wヘ・・W＇循環は

他資本を前提するのであるo この点についてマルクスは次のように述べてい

るo「Wヘ・・W＇では，商品形態にある資本が生産の前提となっている oそれは，

第二のWにおいて，この循環の内部に前提として再び表われるO もしこのWが

まだ生産または再生産されていなければ，循環は阻止されているo このWは，

他の産業資本のW’として再生産されなければならない。この循環では， W＇は運

動の出発点，通過点，終結点として実存し，それゆえ，常にその場に存在するO
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それは再生産過程の恒常的条件である。」（K.,II. S. 98）ここでの「第二のW」

とは， W＇…W…W’における中間項Wであるo

(B) W'-G' 

rw-rG-wく
(A) W'f一一G ＇~

(C) W'-G' 

・・P…W 

このWヘ・・W’循環の「第二のW」の前提が全面的に展開されることで，社会的

総資本の再生産過程が表示される。以上のようなW＇…W＇循環の再生産論的視

座からの「消費」「再生産」「他資本との絡まり」に関する特色は，「消費のため

の流通」，つまり「売れなければ成立しない循環」，ということである。

この「消費のための流通」「売れなければ成立しない循環」「生産と消費の矛

盾的統ーとしての循環Jという商品資本循環の特色は，競争論的視座から見た

場合，利潤率の傾向的低下問題，利潤率低下を利潤量増大で補う問題，「販路問

題」に照応する性質を備えているものと考えられるo またマルクスは，商品資

本循環がその出発点から価値増殖分＝剰余価値を含んだ循環であり，その実現

問題を内包した循環であること，よってWヘ・・W＇循環における剰余価値生産・

実現視点からの特色は「剰余価値の循環」， すなわち剰余価値の実現であるこ

と，を明らかにしている。「ここ CW＇…W＇循環）では，資本関係としての W＇が

出発点であり，またそのようなものとして全循環に決定的な影響を与えるo と

いうのは， W＇はすでにその第一段階で資本価値の循環とともに剰余価値の循環

をも含んでおり，そして剰余価値は，各個の循環でではなくとも，平均的には，

一部は収入として支出され流通w-g-wを通らなければならず，一部は資本

蓄積の要素として機能しなければならないからである。J(K., II. S. 97）この

特色も競争論的視座から見れば，剰余価値・利潤を実現する問題，販路問題に

結び付けられてしかるべき問題であろう。

以上，商品資本循環W＇…W＇と「販路問題」との照応関係について述べたが，

ここで，「販路問題」がなぜ利潤率の傾向的低下問題に相当するのかを明らかに

したい。販路問題と利潤率の傾向的低下問題との照応関係が明らかになれば，
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結果として，販路問題を媒介に，商品資本循環と利潤率の傾向的低下問題との

照応関係が証明されるからであるO 一般的利潤率の傾向的低下とは，個別資本

の利潤率，量ともの上昇を自己目的とした蓄積運動が，超過利潤の発生と消滅

の過程において，社会的にはむしろ逆に一般的利潤率を引き下げる傾向にある

こと，をさしている。この利潤率の傾向的低下の法則は，単独で働いている法

則ではなく，利潤率の傾向的低下に反対に作用する諸要因と共に，資本の社会

的蓄積過程のー側面として働く法則である。資本の社会的蓄積過程にあって，

個別資本は，超過利潤の獲得のため，標準的生産条件より優れた条件で生産す

ることを目指して新技術の導入，生産手段の更新のための投資を行い，個別資

本の有機的構成の上昇を図る。この結果，特定の個別資本において得られる超

過利潤は，やがてその新技術，生産手段が普及する中で消滅する。社会全体と

しては有機的構成の上昇により利潤率は低下する。しかし，この資本の社会的

な蓄積過程，すなわち超過利潤の源泉である特別剰余価値を生み出す過程にお

いて，労働の搾取度の増大，労賃のその価値以下への切下げ，相対的過剰人口

の増加といった，利潤率の傾向的低下に対し反対に作用する諸要因による剰余

価値生産の増大，絶対的な利潤量の増大がもたらされる。ここで「反対に作用

する諸要因」の側であげたものは，いずれも資本にとっての価値増殖のために，

社会全体として消費の狭い限界を生み出さざるを得ない。つまり資本の社会的

蓄積過程は，一方で利潤率の傾向的低下とそれと結び付いた利潤量の増大を生

み出しながら，他方でそれと同じ要因によって社会全体としての制限された消

費をもたらし，この矛盾は資本にとって，まず「販路問題Jとして表われるの

である（註56）。よって「販路問題」を媒介として，商品資本循環と利潤率の傾向的

低下問題とは照応する関係にある，ということが浮かび上がった。

以上のように，資本循環論と生産価格論・市場価値論（および利潤率の傾向

的低下論）との「複眼的視座」から，生産価格論と市場価値論との論理的位置

関係は，消費の契機と剰余価値生産・実現の契機とをめぐる抽象から具体への

発展を媒介に，資本循環論の叙述順序に依拠して，「生産価格→市場価値」の順

序で確定された。このような『資本論』と同じ方法論に基づいて，部門内競争

に，需要・消費・再生産といった契機を積極的に導入することによってこそ，
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資本主義的な現実的競争を明らかにする理論的枠組みが与えられる。先述した

「市場価値から生産価格への転イヒ」を主張する「全機構的展開J論は，市場価値

論が生産価格論より抽象的であるとされることによって，市場価値論の持つよ

り複雑な消費契機，再生産の契機が切り捨てられてしまった。よって「全機構

的展開J論では，『資本論』第三部の生産価格論体系に相当するはずの価格理論

において，『資本論』第二部で全面的に扱われた，具体的な需要・消費要因を包

含した上での「資本の再生産過程」が抜け落ちてしまったのであるO

5. 「動的構造」におけるさらなる競争態様の具体化。

これまで「価値－市場価値一生産価格」の論理的位置関係を主張する論者は，

まず部門内競争で加重平均規定を用い文字通り平均「価値」を「算出Jし，そ

の後に部門間競争を導入してさらに総社会的に均等化したものが生産価格であ

り，結果として一般的利潤率が成立する，としてきた。そこでは市場価値論と

生産価格論は「労働配分原則」から「資本配分原則」へ，「抽象」から「具体」

への次元の上向として，よりミクロ的な関係からよりマクロ的な関係へと展開

された。しかし，ここで問題なのは，一般的利潤率の成立をめぐっての価値体

系から生産価格体系に移行する，マクロな関係の中での「競争」の果たす役割

であるo そして価値体系から生産価格体系への転化においては，高須賀氏のよ

うに「マルクスの基本定理」を受容した上で，同一の数量体系内において競争

を捨象し，両体系の量的整合性を問うことではなく，利潤率の均等化を生み出

すマクロ的な部門間競争と，逆に超過利潤追求をめぐって利潤率不均等を生み

出すミクロ的な部門内競争との，同一次元における関係がまず関われなければ

ならない。よって部門内競争の役割は，一般的利潤率成立以前の抽象的段階で

部門内標準供給条件を「算出」することではなく，一般的利潤率の支配する社

会の中で，現実に働く競争原理とその態様として究明されねばならない。マク

ロ的な競争・再生産機構の体系の転化の後に，そのマクロ的な均衡化の体系

と，それに内包されつつ不均衡・反作用を及ぼす現実のミクロ的な競争・再生

産機構の解明がなされることこそが，いわゆる「資本一般」を超えた『資本論』
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第三部の課題であろう。

「基準価格」概念の本来的意義は，現実的な競争次元で社会的・産業的な競争

と再生産の基準が個別資本に如何に影響を及ぼし，基準を超えるような競争の

誘因を与え，運動させるか，というマクロからミクロへの展開にあり， ミクロ

がいかにマクロを形成していくかは，そのミクロがマクロな社会的関係に最終

的に規定されている事実を措定した上で論じない限り，無概念的で無内容な論

理であるO すべての競争がミクロからマクロへの平均化傾向のみで捉えられ，

現実の複雑な競争関係「絶えざる不均衡の均衡化」を捉える視点が弱い「全機

構的展開」論は，この「基準価格」概念の本来の意義を兼ね備えた理論とは考

えにくい（註57）。

逆に，「有機的一環」論においては，現実の資本主義市場価格メカニズムの分

析は市場生産価格論・平均的市場価格論で充分とし，部門間・部門内の競争原

理とその態様の違いを積極的に明らかにしなかった。つまり部門内：ミクロ独

自の競争・再生産機構を部門間：マクロ独自の関係に解消してしまったのであ

るO

逢坂氏が，生産価格体系の中に，その「内的矛盾」として市場価値をめぐる

部門内競争固有の存在範鴎を具体的に位置付けたことは，これまでの「二大通

説」に対し，再生産条件に立脚した基準価格分析を，現実的な「諸資本の競争」

の展開の中に位置付けたもの，として評価されえよう。しかしながら，価格形

成機構としての側面から生産価格を巡る競争と市場価値を巡る競争が生産価格

体系内において，利潤率均等化と不均衡化の「対立物の統一」として理解され

ることは，そのとおりであるにしても，それだけでは部門間競争・部門内競争

のそれぞれ独自な資本の運動法則，その具体化である競争態様の解明において

まったく不十分・不徹底である。市場価値を巡る部門内競争の直接の誘因は，

利潤率の不均等を作り出すことではなくて，最終的に超過利潤を獲得すること

を目指してより生産性の劣等な資本から市場を奪い取り淘汰していくことであ

り，超過利潤獲得，利潤率の不均等発生はその結果であろう。部門内諸資本の

競争態様は部門間競争における利潤率均等化傾向に「反対に作用」するものと

しても，それはどこまでも相互の外面的関係について述べただけであり，部門
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内競争独自の競争態様の本質を認識したことにはならないであろう。より一層

本質的な競争態様分析を行うためには，競争の基礎範鴎である費用価格分析

を，その二要因である生産手段cと労働力vの矛盾的関係の分析にまで進めな

ければならない。一方で，所与の（c+ v）のもとでより高い利潤率を求める

資本運動の進行は，他方，必然的に所与の費用価格範轄を解体し，より高度で

巨大な生産手段と労働者との排他的対立を軸とした資本運動，技術革新，合理

化，資本の有機的構成高度化，低コスト化を進め，再生産条件，資本の生存条

件，資本賃労働関係の変化へと発展していく。前者のより高い利潤を求める運

動は，必然的に後者の低コスト化による同業他資本淘汰の運動，市場占有拡大

競争へ発展するが，後者は前者を条件としながらも，相互に自己目的的に自立

化し得る運動として，すなわち調和しない矛盾した関係として，排他的に闘争

しつつ発展する。よって生産価格，平均利潤率を基準とする部門間競争の発展

と共に，部門内ではcとvの闘争を基軸として，商品・物量のみならず，他資

本を淘汰し市場を支配する，資本自身の再生産基準，資本賃労働関係の再生産

基準としての市場価値をめぐる競争が執行されているのであるO この部門内に

おける cとvの対立関係をめぐる競争，資本自身の再生産条件，生存条件をめ

ぐる競争は，資本にとって「生産手段cの所有関係＋労働力vに対する支配関

係」＝「生産関係Jをめぐる競争であるO

よって生産価格体系においては，二重の競争機構が同一の次元において現実

的に設定されねばならないのであるo異なる産業部門間での競争は「より高い

利潤率」を唯一，競争の目標とする。しかし，同一産業部門内の競争は，生存

のための市場占有をも競争の新たな自己目的とする。産業部門が異なれば，生

産条件の比較は不可能であるが，逆に同一部門内では，単なる超過利潤獲得に

とどまらない，部門内で相対的に自立化した競争の目標である市場占有・支配

大量をめぐって，資本自身の生存競争＝他の劣等生産条件資本を淘汰する競

争，資本関係の再生産，生産関係の再生産をめぐる競争が行われるのである。

この二重の競争の目標が，その時々の市場状況においてどちらかが強くなり弱

くなりしながら互いに規制しあい，現象としての「結節点」，市場価格水準と

なって現れるのである。価格論・利潤論において競争が一元化できないのは競
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争の態様と目標が二重化して異なってくるため， したがって「基準価格」も二

元化せざるを得ないのであるO むしろこのような二重の運動における「対立物

の闘争性J「対立物の統一性」こそ現実の競争のリアリズムではなかろうか。

以前の「市場価値論争」において，加重平均的市場価値規定は数値として算

出されたにすぎず現実の生産条件として存在しない以上，再生産の基準条件と

して意味がない，という批判がされたが，むしろ批判されるべきは，部門内競

争において市場の支配大量を握り優先的な再生産条件の地位を確保するための

競争は存在しても，「売れ残り」がでる可能性さえ含む劣った生産条件まで「平

等に」加重平均して再生産条件を決定してやるような競争は存在しないという

点であろう。個別的価値から市場価値ヘ，さらに生産価格へ，と平均化に平均

化を積み重ねる議論は，高須賀氏も指摘していたように実在性を持たないよう

に思われる。価格理論内部の論理的位置関係を生産価格体系論の内的矛盾とし

ての市場価値論，部門聞から部門内への展開でとらえると，各部門における実

際の需要量をみたすために最も適合的な，現実には支配大量を占めるような優

先的な供給条件が市場価値を規定することになるo

では，上述のような現実的競争機構に対応する再生産機構（価格形成機構）

は如何なるものか。この場合留意すべきは，市場価値から生産価格への転化に

基づくのではなく，価値体系から生産価格体系への転化自体はマクロレベル

（多部門間次元）での有機的構成の相違を前提とする部門間資本移動で，平均利

潤法則，つまりこの経済社会の基本的構造がまず解明されるべきことであるO

平均利潤法則の本質とは，資本の有機的構成が異なる産業間での利潤率の均等

化であって部門内部の諸事情ではない。その上で，一般的利潤率が「知何に」

再生産されるかは，マクロレベルの体系の発展（単純なものから複雑なものへ

の発展）として，部門内競争分析を導入して，生産価格体系論として解明され

る。 JI慣にあげると，

l，異なる産業部門間の利潤率格差（資本の有機的構成の相違が原因）

2，部門間競争・部門間資本配分。一般的利潤率・生産価格の成立。

3，各部門内部で，「当該部門に配分された諸供給能力」と「その部門におけ

る実際の需要」に基づいて再生産条件決定。市場価値決定。超過利潤を目
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指した供給能力の生産性向上競争の結果，一定の需要における個別資本の

市場占有拡大や超過利潤が発生。

以下1, 2, 3，のJI慣で循環していく。

以上のような生産価格体系論の枠組み，諸概念の論理的位置関係の確定は，

二重の競争原理・態様を導出し，それぞれの競争の基準としての「基準価格」

の性質を明らかにした。『資本論』第三部第二篇の議論が競争態様の展開である

以上，この競争の基準としての「基準価格」の性質を解明することはことのほ

か重要であろう。現代の独占価格論の展開において，参入阻止価格論に代表さ

れるような独占的高価格吊り上げによる独占利潤獲得の局面と，戦略的低価格

設定による市場シェア競争局面との統一的理解の鍵は，この第三部第二篇の二

重の競争機構の理解に掛かっているのではないか。しかし，同時にこの「基準

価格」は，第十章の「不明瞭な箇所」で展開されているように再生産の基準で

もあるO 再生産の基準としての生産価格・市場価値・市場価格が，様々な需給

関係の中で，どのように差別化され，相互に影響しあっているのか。どのよう

な需給調整メカニズムを持つのかのいっそうの解明は次の課題である。

註

（註1) この点は次の文献による。「横軸に需要量D，縦軸に価格pがはかられており，

価格が PIのとき需要量は D1，価格が P2のとき需要量は D2であるという具合で

ある。このような価格と需要量の組合せ…の軌跡が需要曲線 DD＇である。」（根岸隆

他『近代経済学』 66頁，有斐閣， 1972年）

「横軸に供給量S，縦軸に価格pがはかられ，価格が PIのとき供給は S1，価格が

P2のとき供給はらである。価格と供給量の組合せ…の軌跡が供給曲線 ss’であ
る。」（根岸他，前掲書， 67頁）

（註2) この点，ソーヤーは次のように述べている。「カレツキが市場価格を用いたのに

対して， マルクスは生産価格および価値を用いた。カレツキが生産価格の使用を拒

否した事は，均衡分析， とりわけ長期的性格の均衡分析を概して彼が嫌っていたこ

とに由来しているとみなすことができる。明らかに生産価格は利潤率が均等化され

た長期均衡に関係するものである。カレツキが価値概念を拒絶したことは，彼がそ

れを形而上学的な性格を持つとみなしたことに基づいていた。」（M.C.ソーヤー

『市場と計画の社会システム』緒方俊雄監訳， 192頁，日本経済評論社， 1994年）

（註3) この点，ソーヤーは次のように述べている。「このアプローチでは，価格は，需
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要曲線と供給曲線の相互作用を通じてというよりも，むしろ独占度や費用の変化に

応じて変わるということを特に意味している。需要や供給の一般的な状態が，独占

度や費用の条件に影響を与える。 しかしそれは，相対価格のみの関数である事前の

需要や供給という特定の概念というよりも，むしろ独占度や費用の一般的な条件に

過ぎない。J(M. C.ソーヤー，前掲書，邦訳17頁）

（註4) この点，ソーヤーは次のように述べている。「カレツキは，価格を，その変化が

おもに生産費用の変化によって決定されるものと，おもに需要の変化によって決定

されるものとに基本的な区別をしていた。…最終財の供給は，生産能力に予備があ

るために（需要に対して）弾力的であり，その際の費用は産出量にたいして概ね一定

であると考えられている。…価格変化が需要によって決定される生産物は， おもに

原材料と一次産品である食料品からなるロ…価格が需要で決定される場合， とりわ

け短期では供給が非弾力的であるため，需要の増加は価格の上昇をもたらす。」（M.

C.ソーヤー，前掲書，邦訳23～4頁）

（註5) この点，ソーヤーは次のように述べている。「企業の価格決意に主要な影響を及

ぼす要因は，平均主要費用および類似する製品を生産している他企業の価格の2つ

である。…カレツキはこれらの議論を次のような方程式で表わしている。 p=mu+

npここでpは当該企業によって設定される価格， uは生産量一単位あたりの主要

費用， pはすべての企業によって設定された価格の加重平均値（ここで用いられる

ウェイトは企業の産出量），そしてmとnは正の係数である。」（M.C.ソーヤー，前
掲書，邦訳27頁）なおmとnは企業の地位を示す独占度に当たるものとされている。

（註6) この点，ソーヤーは次のように述べている。「利潤は費用を上回る価格の剰余を

引き出す企業の力に基づいているということである。その力の源泉は， カレツキが

企業の市場支配力と位置づけているのに対して，マルクスは生産過程と生産におけ

る資本家の力としている」（M.C.ソーヤー，前掲書，邦訳15頁）

（註7) この点，北川和彦氏は次のように述べる。「『需要量』『供給量』は価格の各水準

を与えることによってはじめて導出されうる。価格を前提とする限り， その説明プ

ロセスは価格そのものの説明原理にはならない。JC::ltJII和彦「近代経済学との対比
における労働価値説の意義」，『資本論体系』第二巻所収， 311頁，有斐閣， 1984年）

（註8) この点，カレツキは次のように述べる。「実際，長期的趨勢というのは短期的状

態の連鎖のうちの緩慢に変化する構成部分に過ぎないのである。それは独立の実体

などなんらもたない」（M.カレツキ『資本主義経済の動態理論」浅田・間宮訳， 167

頁，日本経済評論社， 1984年）

（註9) この点の本間氏の叙述は次の通り。「マルクスが『資本論』第三巻第九章で生産

価格を規定した際には，各種の生産部門内部の個別的諸資本の生産条件の差異とい

う要素は一切考慮されてなかった。ただ部門単位で総括された資本の有機的構成と

剰余価値率などが前提されたにすぎない。 しかしこの前提そのものは，各部門で生

産される一個同ーの社会的価値で販売されることで成り立つものである。そこでこ



-126- 経済論究第 95 号

の社会的価値について個別資本の側からのその形成機構を明らかにするものとし

て，市場価値論が位置付けられるのである。J（本間要一郎『競争と独占』 39頁，新評
論， 1974年）

（註10) この点の本間氏の叙述は次の通り。「本書における私の問題意識は，むしろ『総

体』を明らかにするためにも『個別』の契機を導入せざるをえない論理構造の中の，

その『個別』を重視し，そこに競争論的展開の必然、性をみようとするところにある。」

（本間，前掲書， 23頁）

（註11) この点の本間氏の叙述は次の通り。「つまり，ここでの市場価値規定に当たって

マルクスの設けた『商品量一定』という前提を外して，そのかわりに，『投下労働量

一定』を前提するのである。この前提は，市場価値規定は，部門聞における労働配分

比率を前提しなければ成立しえないという，先に述べたところとも対応するもので

あり，また労働配分と社会的需要との『照応』関係は，供給され需要される，変数と

しての使用価値量を媒介として調整されるという点からみても，『事態適応的』なも

のと考える。」（本間，前掲書， 69頁）

（註12) この点の本間氏の叙述は次の通り。「以上の二点は，市場価値形成機構の中に，

労働生産力を発展せしめる特殊資本主義的条件と，また生産価格の形成をみちびく

資本の部門間移動を必然化する特殊部門内的条件が，一般的抽象的な形で既に与え

られていることを示している。」（本間，前掲書， 72～3頁）

（註13) この点の本間氏の叙述は次の通り。「このような価格（生産価格…関野）の市場

価値からの背離が需給関係の変化によって生じうるし，また生じなければならない

ということは，一般的には市場価値論の中で既に与えられている。 しかしこの需給

関係の変化は，競争の形態変化によって規制された法則的な変化であり，単なる需

給関係の一時的偶然的変動とは異なる。」（本間，前掲書， 130頁）

「もしその価値通りに販売されるとすれば（剰余価値率は同じとして）， そこで実

現する利潤率は，一般的にいって，部門ごとに相違する。この相異なる部門ごとの特

殊的利潤率が競争によって一般的利潤率に均等化され，同時に各種商品の価格も生

産価格によって規制される。ーこれが生産価格の成立についてのわれわれの説明で

あった。」（本間，前掲書， 131頁）

（註14) この点の本間氏の叙述は次の通り。「われわれが，この論理次元における競争論

的展開の基礎範轄として，最も重視するのは，『費用価格』範鴎の自立化である。」

（本間，前掲書， 142頁）

「かくして（費用価格範晴の自立化…関野），市場価値以下に個別的価値を引き下

げることによって，特別剰余価値を実現しようとする競争は，今や個別的費用価格

を引き下げることによって，個別的利潤の増大をはかろうとする，個別資本家の競

争となって現われる。この競争は，一方では，個別的費用価格をより低い水準におい

て均等化させる傾向を持っと同時に，他方では，絶えず個別的費用価格格差を新た

に作り出して行く作用を持つ。すなわち不断の均等化の作用に媒介されながら恒常
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的な不均等構造が作り出される一これが個別的費用価格を基礎とする部門内競争の

帰結である。」（本間，前掲書， 148～9頁）

（註15) この点の本間氏の叙述は次の通り。「個別資本は，新たな資本投下に当って，つ

ねにつぎのような選択に直面する。すなわち現に自分の属している部門にとどまっ

て，その個別的費用価格を低下せしめるような生産条件の改善のためにその資本を

投下した場合にえられる利潤率と，その資本を他部門に投下した場合にえられる利

潤率と，どちらが大きいかという問題である。JC本間，前掲書， 160～l頁）

（註16) この点の本間氏の叙述は次の通り。「市場価格が競争によって単一のものとして

形成される限り，個別的利潤の差異は，個別的費用価格格差から生ずるものとして，

捉えられるであろう。かくして市場価値以下に個別的価値を引き下げることによっ

て特別剰余価値を実現しようとする競争は，今や個別的費用価格を引き下げること

によって，個別的利潤の増大をはかろうとする，個別資本家の競争となって現れる。

この競争は，一方では，個別的費用価格をより低い水準において均等化させる傾向

を持っと同時に，他方では，絶えず個別的費用価格格差を新たに作り出して行く作

用を持つ。すなわち，不断の均等化の作用に媒介されながら，恒常的な不均等構造が

作り出されるーこれが個別的費用価格を基礎とする部門内競争の帰結である。」（本

間，前掲書， 147～8頁）

（註17) この点の本間氏の叙述は次の通り。「『部門内競争』を一般的に定義づけるとす

れば， それは， 同一部門内における個別的諸資本の生産諸条件の格差から生ずる特

別剰余価値（または特別利潤）の追求をめぐる競争である。」（本間，前掲書， 56頁）

（註18) この点の本間氏の叙述は次の通り。「生産価格体系のもとでも，各部門内におけ

る個別的諸資本の利潤率は不均等であり， …既に述べたような競争機構（個別資本

利潤率最大化選択の反復…関野）によって，資本移動の誘因はつねに存在するから

である。部門聞における相互交錯的な資本移動という関係を， さらに一般化してい

えば，各部門における超過利潤の存在は，単に部門内競争の目標であるばかりでな

く，同時に部門間競争の目標であるということである。」（本間，前掲書， 164頁）

（註19) この点の本間氏の叙述は次の通り。「流入した資本が当該部門の上位グループに

加わり，流出した資本が，その下位グループに位置していたものであったとすれば，

この部門の供給構造は明らかに変化するD …このような部門内供給構造の変化は，

部門間資本移動のための新たな条件を作りだし，かくして進行する資本移動は，均

等化の運動であると同時に，新たな不均衡要因として作用する。JC本間，前掲書，
165頁）

（註20) 「価値→市場価値→生産価格」の順で説く本間氏の議論は，部門内競争が何を基

準に行われるのかが不明である。本間氏はまず，部門内で，個別的利潤率の「現実に

均等化されることのないJ「平均値」を「特殊的利潤率」とする一方，「標準的生産条

件」「相対的大量」「長期にわたる経験」によって「標準的利潤率」が現実には形成さ

れ，この非現実と現実とを「個別的利潤率の均等化傾向」「動態過程を貫く一つの傾
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向」がつないでいるとしているoここでの本間氏の議論は，実はかなり苦しい自己矛

盾を抱えている，と言わざるを得ない。本間氏は，超過利潤を生む競争の基準として

標準的利潤率をあげているが，この標準的利潤率は「長期にわたる経験」によって形

成されるとしている。しかしこの「長期にわたる経験」も実は競争の結果なのであ

り，本間氏は結局，競争の基準は競争によって生み出される，という循環論法に陥っ

てしまわれているのである。よって本間氏は前述のごとく，生産価格成立後の競争

は個別資本の利潤率最大化にのみ基づいて行われるとされ，部門内「特殊的利潤率」

「標準利潤率」も内容が不明のまま解消されるのである。本間氏は，市場価値論を生

産価格論の「有機的一環」（高須賀義博『現代価格体系論序説』 31頁，岩波書店， 1965

年）とする議論を批判して，生産価格成立の前提である部門内競争を，生産価格を前

提にして説く「典型的な循環論法」（本間，前掲書， 38～9頁）とされる。しかし，

部門内で市場価値を基準に行われる現実の資本主義的再生産は，生産価格体系の成

立，一般利潤率の成立なしには，成立しえない。一般的利潤率の存在無しに，各部門

内で一般的利潤率を得る平均的生産条件を超えて超過利潤を獲得しようという競

争，利潤率の不均等を生む競争は，行うことができない。よってマルクスの方法が示

すがごとく，部門内での市場価値成立の前に，各部門にー資本を抽象し，部門内の複

雑な事情は捨象する方法で先ず一般的利潤率を基準とした生産価格体系を論理的に

説かねばならないのである。この論理的順序・方法に従わず，「循環論法」と批判さ

れる本間氏自身が，歴史照応的に「価値→市場価値→生産価格」の順序で説くに当

たって，結局部門内競争の基準の導出をめぐって先に述べたような「循環論法」に陥

られるのは，偶然ではないのである。

（註21) 同様に，「市場価値から生産価格への転化」を主張される代表的論者に松石勝彦

氏がおられる。「市場価値論こそ価格形成一般の基礎理論，抽象理論であり，それゆ

え生産価格形成理論の基礎，土台，前提なのである。」（松石勝彦『独占資本主義の価

格理論』 85頁，新評論， 1972年）「部門内競争による市場価値形成を一般的抽象的原

理，部門間競争による生産価格形成を特殊的具体的修正とする，論理的な立体的重

層的縦の関係JC松石勝彦『資本論研究』 249頁，三嶺書房， 1983年）

（註22) この点，桜井氏の叙述は次の通り。「問題は，したがって全体として生産価格成

立の運動機構を明らかにする目的を持つことを前提したうえで，いわゆる市場価値

論が個別の資本の生産条件の差異から生ずる問題を扱うのだとすれば，それがなぜ

直接に市場生産価格論として説かれずに，市場価値論，市場生産価格論として二段

に説かれなければならなかったのかという疑問になるのである。もちろんそれは，

等価交換と等生産価格交換とを商品交換として二重に設定したマルクスの方法から

出てくるのであろう。」（桜井毅『生産価格の理論』 253頁，東京大学出版会， 1967年）

（註23) この点，桜井氏の叙述は次の通り。「同一部門内での競争といわれているもの

は，異部門との社会的関連の上に成立している生産価格を基礎としているもので

あって，独自に価格形成をおこないうるものではない。」（桜井，前掲書， 257頁）
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（註24) 高須賀氏は次のように桜井氏を批判される。「桜井氏は…それぞれ機能のことな

る部門内競争と部門間競争を資本の競争一般に還元することになったが，それと共

に超過利潤の生成・消滅も『資本移動の困難』一般によって説明されることとなっ

た。」「部門内競争を部門間競争と区別しなければならぬのは，前者はー産業の供給

構造を規定するのに対して，後者は産業聞の関連の調整という機能しか持たないた

めである。」（高須賀，『現代価格体系論序説』， 82～83頁）たしかに超過利潤の生成を

「資本移動の困難」一般で説く桜井毅氏の利潤論は，やはり大きな矛盾を内包してい

る，と言わざるを得ない。資本移動が活発に行われることで，平均利潤は形成される

のに対して，超過利潤が，資本移動が活発に行われないことから発生するとしたら，

平均利潤と超過利潤は，資本移動の平易性， 困難性をめぐっての対立的存在になっ

てしまう。

（註25) 高木彰氏は，「その平均的市場価格とは，市場価値の問題としてみれば，『一定の

商品種類の生産に振り向けられる社会的労働の範囲』に『適合』するという状況にお

ける市場価格水準であるということであり，利潤率の問題としてみれば，部門毎の

特殊的利潤率が一般的な利潤率水準に均等化されているという状況におけるものの

ことであり，『社会的活動の結果』としての生産価格，市場生産価格が成立するとい

うことである。」（高木彰『市場価値論の研究』 125頁，御茶の水書房， 1987年）と主

張される。高木氏は，一方で桜井氏の「市場生産価格論としての統一」を批判される

が，高木氏においても，「平均的市場価格」としては全く同じものである市場価値と

生産価格が，なぜ峻別されねばならないか，は明確で、ない。

（註26) 桜井氏の反批判は次の通り。「高須賀教授の批判は，一言で言えば，同部門内と

部門閣の競争を競争一般に解消することによって，私が両者の範時的区別を見失っ

ているという点に向けられているように思われる。 しかしながら，私は両者の範鴫

的区別を見失ったことはない。資本の競争が超過利潤の追求にあることは明らかだ

が，その超過利潤の性格が同部門内と異部門間で相違することはいうまでもない。

むしろその相違が「注意されなければならない』（鈴木鴻一郎編『利潤論研究J139頁
東京大学出版会， 1960年）ものであることを私は強調している。私にとって問題なの

はマルクスが二つの競争を相互に分断した形で説いている点にある。そして， 同部

門内と異部門間の競争を別個の価格形成の場として捉えているところにその原因が

あるのではないかというのが，私の見解であった。」（桜井，前掲書， 262頁）

（註27) 「費用価格が，支出された資本価値から，または支出された生産諸要素（労働を

含む）が資本家自身に費やさせる価格から，生じるという外観を持つことを実証す

るに過ぎない。他方では，労働力に投下された可変資本部分は，価値形成に関連し

て， ここでは流動資本の項目の下に全く不変資本（生産諸材料として存在する資本

部分）と同一視され，こうして資本の価値増殖過程の神秘化が完成される」（カー

ル・マルクス『資本論』社会科学研究所監修，資本論翻訳委員会訳，第八分冊56頁，

新日本出版社， 1986年）
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（註28) 高須賀氏の『資本論』の方法を解説した叙述は次の通り。「マルクスは『資本論』

第三巻第二篇で，価値通りの交換が行われた場合の部門別利潤率の相違の発生を説

き， それを平均化するものとして部門間資本移動を論じ，一般的利潤率の形成を論

証している，それは『労働の比例的配分』を自動的に達成できるような価格体系の形

成を価値法則論の立場から解明することにあった。資本制的再生産は， この価格体

系の成立なしには成立しないという意味において，それは当然重視され，『市場価値

論』に先立つて考察されたと考えられる。しかしその場合『われわれが，一定生産部

門における資本の構成または回転を云々する場合には，常にこの生産部門に投下さ

れた資本の平均的正常関係のことであり，総じて一定部門に投下された総資本の平

均が問題であって，この部門に投下された個別的諸資本の偶然的区別が問題ではな

い。』という視点が採用され，各生産部門においては全資本が『平均的正常的』生産

条件のもとで生産しており，利潤率の相違は部門間でのみ生じうるような限定下で

生産価格の問題が解明された。そのような方法は生産価格の本質内容を最も端的に

示すものとしては，十分に容認されうる。J（高須賀，『現代価格体系論序説』， 32頁）
「生産価格および一般的利潤率の形成において，同一部門内の資本はすべて『平均

的正常的関係』にあると想定することは，部門内競争の諸問題を捨象することを意

味し，競争関係を部門間競争に限定することに他ならず， その展開自体が一面的性

格を持たざるをえない。」（高須賀，前掲書， 32頁）

（註29) 高須賀氏における市場価値の役割は，再生産のための，価値実体に裏付けられ

た基準価格ではなく，部門内での基準価格の形成のされ方を機構論として明らかに

する，というものである。ここでは，実体は生産価格としてのみ存在するということ

で，市場価値独自の実体・存在範晴とその役割は否定されている， と言って良いで

あろう。まさに高須賀氏の市場価値論は価値実体なき価格形態論である。

（註30) この点について高須賀氏の叙述は次の通り。「ここで筆者の旧著（『現代価格体

系論序説』）と本章における競争概念の相違について述べておきたい。旧著において

筆者は競争関係を最大限に導入して Marxの生産価格論を，かれの市場価値論をも

その有機的一環として取り入れて，再構築することを試みた。この場合産業循環論

を捨象してしまったために，一方では市場価格の運動は生産価格を設定する平均化

機構を形成するという認識に基づいて具体的には扱っておらず，他方では，価値論

的考察も全部切り捨てざるを得なかった。本章において初めて筆者自身の価値・生

産価格・市場価格についての立体的把握の構図をしめしたが，『あとがき』にも指摘

するように，本格的展開は今後の課題として残されている。」（高須賀義博「転化論の

展望」 112頁，『マルクス経済学研究』所収，新評論， 1979年）しかし，かつて「！日著」

において「市場価値論本来の課題は，原子的競争下の市場調整価格の決定機構を明

らかにする」こと，とされていた「競争概念」が，「競争関係を最大限に導入」した

生産価格論の再構築という目的に応え得るものであったのかは疑問である。

（註31) この点について高須賀氏の叙述は次の通り。「生産価格は市場価格の変動が平均
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化機構を形成することを根拠として抽象された論理的 Kategorieである。価値形

態論的に言えば，価値と価値形態（価格）の関係は資本主義の現実としては生産価格

と市場価格との聞に設定される。…質的な次元の相違はこの両者の聞にこそあると

みなければならない。それに対して価値は生産価格体系に内在しているものであっ

て， これは論理的抽象によって生産価格から抽出しなければならない。そうである

限り，生産価格体系に内在し， それから論理的に抽象されねばならぬものが異次元

であってはならないことは明らかであろう。」（高須賀，『展望』， 115頁）

（註32) 高須賀氏は『展望』において，本間要一郎氏の「競争転化論」を取り上げられる。

まず本間氏の市場価値論「資本配分という実態を労働配分にまで抽象化…その抽象

化された次元で資本の競争について語りうる」について，「以上の議論においては，

市場価値規定に関わる競争が定立できるか否かが問題であり，筆者は疑問とする」

（高須賀，『展望』， 111頁），とされる。生産価格論においても，本間氏が，市場価値

論内部に市場価値から生産価格への転化を引き起こすような「需給関係の法則的変

化」が与えられている， とされるのに対して，その競争・需給調整がいかなる現実

性・性質を反映したものかを間われる視角は，まったく妥当な指摘と言わねばなら

ない。高須賀氏は，「市場価値から生産価格に転化する」議論の弱点を的確に見抜い

ておられた，と言って良いであろう。しかしマルクスの「競争転化論」と本間氏のそ

れとは根本的に異なる論理である。一般的利潤率・生産価格の成立した後に，市場

価値論をその独自的意義をもって説き，より高次の生産価格体系論に包摂していく

のが，『資本論』でのマルクスの論理構造である。マルクスにおいては，利潤率均等

化法則の支配するもとで，逆に均衡水準からの不均衡を新たに生み出していく運動

として，市場価値をめぐる競争が設定されおり， それは競争のより現実的な発展で

ある。『資本論』の論理的位置関係とは「逆」であると自ら告白されている本間氏と，

マルクスとを無理に同一視するところから先の4つの点にみられる様々な誤解が生

じてくるものと思われる。

（註33) 生産価格交換・平均利潤法則が形成される転化の前提は，「等価交換」であって

も，転化の条件は部門聞の有機的構成・回転期間の相違であることを明確にしてお

かなければならない。有機的構成の異なる産業部門間で， より高い利潤率を求めて

資本移動・競争が行われることが，抽象的な平均利潤法則の骨子である。等価交換

は，「転化」が「無内容」「無概念J的なものにならぬための前提であり，等価交換自
体に生産価格交換に転化する性質が備わっているのではない。

（註34) 「需要と供給とが一致すれば商品の市場価格は生産価格と一致する。すなわちそ

の商品の価格は競争にはかかわりなく資本主義的生産の内的法則によって規制され

るものとして現われる」 CK.,m. s. 368）。ここから高須賀氏は，「ここにおいて商品
の市場価格変動の中心点は生産価格であることが明確にされる。それと同時に生産

価格は競争にかかわりなく『〔資本制的〕生産様式の内的法則によって規制される』

ものとされる。」（高須賀，『競争観』， 118頁）と結論づけられるのである。しかし，
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既に市場価値論も伴う十全な形での生産価格体系論が成立しているこの論理段階に

おいて，社会的均衡状態で需給変化も，変化を起こす不均衡化の運動も，一時的にせ

よ停止しているとするならば，そのまま生産価格と一致した市場価格が再生産され

るのは，自明なことである。

（註35) ここでの『資本論』からの引用は次の通り。「生産価格は…各個の生産的産業家

の個別的費用価格によってではなく，その生産部面全体での資本の平均条件のもと

でその商品に平均的に費やされる費用価格によって規定されている。実際それは，

市場生産価格であり，市場価格の諸振動とは区別される平均的市場価格である。商

品の価値の性質が現われるのは，即ち，商品の価値が，一定の商品量または個々の商

品の生産のために個別的に一定の個々の生産者にとって必要な労働時間によってで

はなく，社会的に必要な労働時間によって，即ち市場にあるその商品種類の社会的

に必要な総量を社会的生産条件の所与の平均の下で生産するのに必要な労働時間に

よって規定されるということ 〔価値規定の法則〕が現われるのは総じて市場価格と

いう姿においてであり，もっと詳しくいえば調整的市場価格あるいは市場生産価格

という姿においてである。」 CK.,m. s. 654) 

（註36) この点について高須賀氏の叙述は次の通り。「従来の（マルクスも含めて）市場

価値論の欠陥は，部門間競争と部門内競争を『二分化』したことにあるのではなく

て，部門内競争の結果成立するのは市場価値であるという水準にとどまっていて，

それが『市場生産価格』であることを明確にしなかった点にこそある。」（高須賀，

『現代価格体系論序説』， 82頁）

（註37) 「われわれの推測は，かれ（マルクス）は市場価値を生産価格の代理概念として

用いたのではないだろうか，ということである。」（高須賀，『競争観JI,116頁）しか
し，生産価格論の市場価値論とでは扱う競争の態様，段階が全く違うため「代理」し

ようのない概念なのである。

（註38) この点について高須賀氏の叙述は次の通り。「市場価格の運動の中から理論的

kategorieとしての生産価格を抽象することが今後の課題であろう。」（高須賀，『展

望』， 144頁）「即ち，市場価格の循環的変動が市場調整的生産価格を成立せしめる平

均化機構として把握される」「この平均化機構の全体像を明らかにすることは競争論

の課題である…市場価格は資本の現実的競争によって引き起こされるからである。」

（高須賀，『競争観』， 124頁）

（註39) この点に関し逢坂氏の叙述は次の通り。「（競争が）このように超過利潤を取得

する諸個別資本の競争関係を基軸として展開されるならば，論理の射程は，単に異

部門間における資本の有機的構成の相違と，これによる利潤率の相違とを前提とし

て，異部門間相互の競争関係のなかで問題を考察することのみにとどまらず各生産

部門内部で生産条件の相違を意識的積極的に作り出し，このことによる超過利潤の

取得運動を通して展開される問題をも同時に包摂して把握しなければならないであ

ろう。」（逢坂充「『資本論』体系と競争の展開」 62頁，九州大学『経済学研究』 29-3,
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1963年）

（註40) この点に関し逢坂氏の叙述は次の通り。「一般的原理的な競争論の基礎概念はそ

の抽象の展開領域に相応して設定せられていなければならない。私たちはこれら一

般的な基礎概念の諸契機が『資本主義的競争の原則，即ち一般的に利潤率とこれに

よって規定されるいわゆる生産価格とを規制する法則』（Kill,S. 58）を全面的に展

開する論理態容のなかに示されているものと理解するのであるが…」（逢坂，前掲論

文「『資本論』体系と競争の展開J,47頁）

（註41) この点に関し逢坂氏の叙述は次の通り。「法則としての論証それ自体は既に前2

章において，利潤率相違の『源泉』を等価交換の設定によってでなく資本構成の相違

という生産価格の内部的関係に基づいて明らかにした後で，この相違が均された結

果成立する社会的構成関係を価値の転化形態としての生産価格の解明によって果た

されていたのである。」「この（利潤率相違の）『源泉』を踏まえることによって，平

均利潤は社会の総剰余価値に，生産価格は社会の総価値に基礎をおく内在的な関係

が，また同時に『新たな形態』として現象せざるを得ぬ必然性がともに解明されては

じめて was（一般的利潤率，生産価格が何であるか）の問題に十分答えたことにな

るのである。『この展開がなければ一般的利潤率は（したがってまた生産価格も）無

意味で無内容な観念でしかないJCK.. m. s. 1s2）ことになってしまうのであろう。」
（逢坂充「恐慌論体系と『諸資本の競争』」 II.18頁，『熊本商大論集」 27,1968年）

（註42) この点に関し逢坂氏の叙述は次の通り。「つまり競争が法則を説明するのではな

い，逆である。法則は，競争以前にまた競争をかえりみることなしに，資本の本性か

ら説明されねばならない， と同時に競争は資本の本性から把握された法則の『外的

な必然、性』としてしたがって実現過程として解明されるのでなければならないとい

うのである。じつに以上のような明確な方法論的序次に即して提起された問題が

『資本論J第三巻第十章に他ならなかったのである。」（逢坂，前掲論文「恐慌論体系
と『諸資本の競争」」 II,14頁）

（註43) この点に関し逢坂氏の叙述は次の通り。「つまり市場価値論は，生産価格論のー

環としてその内部に包摂されねばならぬものであり，生産価格体系は，市場価値論

を包括して初めてその構造を十分に明確にしうるという関係にある。J「生産価格法
則は実に資本の競争の二重の作用－阿部門内競争と異部門間競争ーを基礎にして，

つまり二つの競争の対抗とその相互強制のもとで貫かれる『運動法則』として表れ，

生産価格の構造もまた変動要因を内部にはらんだ『動的構造』として考察しうるの

ではないであろうか。」（逢坂充「市場価格の変動と競争について」 51頁，九州大学

『経済学研究』 30-2,1963年）

（註44) この点に関し逢坂氏の叙述は次の通り。「一方では市場価格は市場価値と『共通

の質的規定』をもち，市場価値を中心に変動するということと，他方資本制生産の基

礎上では現実には市場価格は生産価格を中心に変動するということとは，いかなる

関連において理解すべきであろうか，という問題に遭遇する。」（逢坂，前掲論文「市
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場価格の変動と競争について」， 68頁〉

（註45) 本間氏は逢坂氏を批判して次のように言われる。「逢坂充氏は，生産価格体系を

『不均衡要因を内含する均衡体系』としてとらえ，この『生産価格体系におけるいわ

ば内的矛盾を展開する』ところに，市場価値論の意義があるとされる。…この着眼

は，われわれの問題意識と相通ずるところがあるが，氏の場合，市場価値論から帰結

される部門内の利潤率格差が，いかにして生産価格体系の『内的矛盾』になりうるの

か， という肝心のところが充分に論証されていないように思われる。」（本間，前掲

書， 167-8頁）逢坂氏においては，より高い利潤率を求めて部門聞を移動し，結果と

して異なる利潤率を均等化していく生産価格の構造の中に，部門内での生産性向上

競争により，一般的利潤率より高い異なった利潤率，利潤率不均等を生む「反対に作

用する要因」としての市場価値をめぐる競争が「内的矛盾Jとして包摂されることに
よって，対立物の統ーとしての生産価格体系が成立すると捉えられていたことは，

本論で紹介したとおりである。この逢坂氏の「着眼」が本間氏の「問題意識と相通ず

るところがある」というのは，無理があるように思われる。

（註46) この点に関し見田氏の叙述は次の通り。「対立の統一…そこには少なくとも本質

的にちがった三つの事柄が含まれているo 一つは，対立的なものがたがいにその意

味のうえで制約しあい依存しあっていて，たがいに相手を理解しないではそれが理

解できないもの…もう一つは，対立する具体的な事物の現実的関係をいったもので，

…現実にたがいに相手の存立の前提・条件となりあって現実的に不可分の統一にお

かれている，ということである。そして最後は，矛盾をいうのである。ここでは…現

実的に排除しあい，たがいに闘争の関係におかれている。」（見田石介「対立と矛盾」，

26～7頁，『へーゲル論理学と社会科学』著作集第一巻所収，大月書店， 1976年）

（註47) この点に関し見田氏の叙述は次の通り。「統一は不統ーをそれ自身のうちに内包

している概念である。対立の統ーはこの意味での統ーである」（見田，前掲論文， 45

頁）

（註48) この点に関し見田氏の叙述は次の通り。「平均的に自立的な二つの事物があっ

て，その一つの事物が他の事物の条件である，とみることは，すこしもその事物の内

部， その事物そのものをみることでなく， その事物の他の事物との外面的な関係を

みるものにすぎない。どこまでも事物そのものにふれない認識である。」（見田，前掲

論文， 46頁）

（註49) 逢坂充氏は，「エンゲルスの『資本論』問題」（逢坂充『再生産と競争の理論』 8

頁，梓出版社， 1984年）として，エンゲルスの『資本論』第二部の編集の後の序文

「この第二部の輝かしい諸研究も，それらがこれまではほとんどだれも踏み込んだこ

との無い領域で到達したまったく新しい諸成果も，ただ第三部の内容への前置きで

しかないのであって，この第三部こそは資本主義的基礎の上での社会的再生産過程

のマルクスによる叙述の最終の成果を展開する」（K.,II. S. 26）を引用する。そし

て，このエンゲルスと同じ問題意識を共有して資本循環論と利潤率の傾向的低下論
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との関係に注目し，両者を共に考察することで，『資本論』体系を貫く方法論的視座

を「再生産と競争Jとして明らかにする，とされている。本論はこのようなエンゲル
ス，逢坂氏の「視座」を，資本循環論と生産価格論・市場価値論に新たに適用し，生

産価格論・市場価値論分析の新たな視角を摸索するものである。

（註50) 頭川博氏は，資本循環の三形態がそれぞれ国有な資本の機能を果たすことに

よって，費用価格・利潤の成立，資本価値・剰余価値から費用価格・利潤への転化，

の必然性が生まれる，とされる。これも『資本論』の第二部と第三部の関連に着目し

fこ一つの例であろう。（頭川博「費用価格と利潤」，種瀬茂編『資本論研究」第14章，

青木書店， 1986年）

（註51) 『資本論』において「歴史的転化」に関する叙述といわれている内容は次の通り。

「したがって価値どおりの，または近似的な価値どおりの商品の交換は，資本主義的

発展の一定の高さを必要とする生産価格での交換に比べれば，それよりはるかに低

い段階を必要とする」（K.,ill. S. 186）しかし，この叙述においても，決して「市場

価値から生産価格への転化」について述べられてはいないことは，注意すべきであ

ろう。

（註52) この点，遊部氏の叙述は次の通り。「ここで或いはひとは云うであろう。『資本

論』においては先ず、生産価格について述べられ， それから市場価値及び市場価格に

ついて論じられているではないか。それは歴史的順序と逆行すると。 しかしこのよ

うな歴史的順序と論理的順序との逆行はこの外にも『資本論』の若干の個所におい

て見出されるところであって，しかもそれは『資本論』の構造（篇別構成）の独特の

弁証法的性質を示すものであって，何ら矛盾と称すべきものではない」（遊部久蔵

『価値と価格』 242頁，青木書店， 1948年〉

（註53) この遊部氏の主張に対し，松石勝彦氏は次のように論難される。「まず第一に第

九章が生産価格論，第一O章が市場価値論というローゼンベルク同様の両章の論理
的関連づけは，本文で述べたように誤りである。ついで第二に，市場価値論が後にく

る理由を『弁証法』と言われるのも全然わからない。『弁証法』とは不明の事柄に出

くわしたときに読者を煙にまく忍法いんとんの術みたいなものか？」（松石，『独占

資本主義の価格理論」， 93頁）しかし，『資本論』第三部第二篇で遊部氏が『弁証法的』

と呼ばれたマルクスの方法は，「価値→生産価格→市場価値」の叙述順序でもって，

一貫して貫かれているのである。

（註54) ※…この部門間競争とは，高利潤を求めての資本の部門間移動のことである。

※※…この部門内競争とは，生産過程の結果に直接影響される，費用価格をめぐ

る競争である。

※※※…利潤率低下問題とは，利潤率低下を利潤量増大で補う問題であり，販路問

題W＇…… W’である。

（註55) マルクスは， P…P循環に「再生産」「他の諸資本との結び付き」といった特質

と共に，「生産諸手段の価値変動」「労働の生産性の持続的な変動」といった要素をも
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導入してくる。「（P…P）循環が正常に行われるためには， w’が，その価値どおり
に，そしてその全部が，販売されなければならない。さらにW-G-Wは，ある商品

を他の商品によって置き換えるということだけでなく，同じ価値比率で置き換える

ことをも含んでいる。われわれは，ここでそういう事が起こるものと仮定する。しか

し，実際には生産諸手段の価値は変動する。まさに資本主義的生産にとっては，資本

主義的生産を特徴づける労働の生産性の持続的な変動のためだけによっても，価値

比率の不断の変動は固有である」（K.,II. S. 78) 

（註56} マルクスは，利潤率の傾向的低下とその反対に作用する諸要因による利潤量増

大とについて以下のように述べているD 「それ故，資本主義的蓄積過程…・日の本性か

らおのずから出てくる結果は，資本に転化されるはずの生産諸手段の総量の増大は，

それに照応して増大し過剰でさえある搾取可能な労働者人口を常に手元に見出す，

ということである。したがって，生産過程および蓄積過程が進展すれば，取得可能

な， また実際に取得される剰余価値の総量， それゆえ社会資本によって取得される

利潤の絶対量は，増大せざるを得ない。しかし，生産および蓄積のこの同じ諸法則

は，不変資本の総量と共にその価値を，生きた労働と交換される可変資本部分の価

値よりもますます急速に累進的に増大させる。こうして，同じ諸法則が，社会資本に

ついては，増大する絶対的利潤総量と下落する利潤率とを生み出す。」 CK..m. s. 
229) 

またマルクスは，利潤量増大が制限された社会的消費との聞に「販路問題」として

の矛盾を引き起こすことについて，以下のように述べている。「しかし，社会の消費

力は，絶対的な生産力によって規定されているのでも無ければ，絶対的な消費力に

よって規定されているのでも無く，敵対的な分配諸関係，一社会の大衆の消費を，多

かれ少なかれ狭い限界内でのみ変化しうる最低限に引き下げる敵対的な分配諸関係

ー を基盤とする消費力によって規定されているのである。社会の消費力は， さら

に蓄積衝動によって， すなわち，資本の増大と拡大された規模での剰余価値の生産

とへの衝動によって，制限されている。」「しかし，生産力が発展すればするほど，生

産力は， 消費諸関係が立脚する狭い基盤とますます矛盾するようになる。」（K.,ill. 

s. 254-5) 

（註57) この点について，大野節夫氏の以下の「競争転化論」批判は，本稿と問題意識を

共有するものといえよう。「起点をなす価値価格体系は，資本にとっては不等な利潤

率をともなうことによって不安定であり，資本の運動の過程がはじまる。帰着する

生産価格体系では新たな利潤の均衡をえることで運動そのものが静止する。生産価

格体系がいったん成立すれば，運動は静止し，もはや繰り返し，循環が生じない0 ••• 

それは『絶えざる不等性の絶えざる均等化」のうち，ただ『均衡化』の傾向だけをと

りあげているのである。」（大野節夫『マルクス経済学のパラダイス』 177頁，大月書

店， 1992年）



生産価格と市場価値 円。
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